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新しい「海技者」像を求めて

顯犠命綱壬麗’谷川　明
恥　　 軸

慧警一

　日本海運が急速な円高（コスト競争力の喪

失）に苦しみ、昭和62年、海運労使苦渋の決

断として緊急雇用対策を実施したことは未だ

に記憶に新しい所であろう。海運経営にとっ

ては合理化による人材・資金流出に大きな痛

手を伴った方向転換であった。

　その後今日に至る迄、為替・海運市況の乱

高下の中で引き続きコスト引き下げ努力と安

全運航確保を目標に日夜懸命に努力している

のが現状である。

　この努力の一つとして再度本稿で海運企業

における海技者の新たな位置付けにふれてみ

たい。

1．この10数年の問に配乗形態はパイオニア

　シップ他の近代化船、近代化論乗船、便宜

　置籍船、外国人全乗船、近い将来の国際船

　舶へと変遷を続けているが日本人に永らく

　親しまれた「船乗り」「船員」の呼称も、「海

　技者」にとって変わる時代が目前に来てい

　ると思う。緊急雇用対策後の10数年の歴史

　の中で外労協加盟各社の在籍船員数は
　17，600余人から今春現在3，200余人に減少

　しているが日本海運は何とか事業規模を維

　持し安全運航を守っている。この裏には目

　本人船員の所謂「船乗り」から「海技者」

　という質的転換がひそかに定着し始めたか

　らといえよう。しかしこれにも限界が来よ

　う。つまり現有の人的資源が枯渇すれば会

　社は窒息死の危険性がある。緊急に将来の

　人材を明確なプランをもって育成する時が

　来ている。

2．この育成プラン作成の前提条件は次の通

　り。

①苛烈な大競争に生き残るため、人件費

　　中心のコスト合理化は益々厳しくなる。

②海運企業の機能分化即ち船舶所有・集

　荷運航・船舶管理の分業が顕在化し、各

　社固有の対応を迫られる。

③海技者業務は船舶のハード（国際海上

　　人命安全条約くSOLAS＞、国際海洋汚染

　　防止条約くMARPOL＞）、船員のソフト

　　（船員の訓練及び資格証明並びに当直の

　　基準に関する国際条約〈STCW＞）、輸送

　　力の質（国際安全管理コード〈ISMコ

　　ード〉、ポートステートコントロール

　　〈PSC＞）の諸要因の基準に完壁な対応を

　　要求される。

　これら諸条件を頭に置いて各社は各々の事

業規模、内容に合った「海技者」人材を育成

配置、日本入・外国入を有機的に結合、運航

船舶全体の経済効率と安全を追求することと

なる。海一ヒ／陸上にあってこの役割を演ずる

者こそ「新たな海技者」であろう。

　これら人材の育成には学校教育のカリキュ

ラムの抜本的変革に委ねることは不可能で、

企業が自らの責任に於いて実施せねばならな

い。

　一・部試論では日本人海技者数は中期的に見

て主要海運会社の船員の新規採用計画と年齢

構成実態から推定して、2，000人程度の規模

となろうといわれている。

　この2，000人が明治以来120年親しまれた

「船員」から「海技者」に脱皮し得るか否か、

これが今後の大きな課題である。

せんぎょう　平成IO年9月号 □
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「サブスタンダード船排除に向けて」

（平成10年8月11日開催）

出　　席　　者

運輸省海上技術安全局

日本石油株式会社

日本船主責任相互保険組合

日本郵船株式会社

（順不同・敬称略）

　　総務課
外国船舶監督業務調整官

需給部部長
　　　　顧　問

　運航技術グループ

　　　　　グループ長

　　ナビックスライン株式会社

　　　　　　　　　　　　グループリーダー

司会　社団法人日本船主協会　常務理事

市川　吉郎

河野　　廉

前原太志

山本　　勝

企画部経営企画グループ

小林　一夫

植松英明

　当協会は平成3年（199ユ年）の第44回通常総

会の決議に、世界の船舶の安全運航に関する対

策の一環として老朽船のスクラップ促進を掲げ

て以来、関係各機関と協力の上、内外に働きか

けをしてきた。一方1992年から94年まで一連の

大型タンカーの事故が集中したことや、ケープ

サイズバルカーの沈没事故により、いわゆるサ

ブスタンダード船問題が注目され、その排除機

運が世界的に高まってきた。エ994年、当協会で

はこの動きをうけ、それまでの老朽船の解撤促

進のための環境整備、解撤船供給スキームの検

討の段階から、老朽サブスタンダード船の解撤

促進へと目標を明確にし、サブスタンダード船

排除のキャンペーン活動を開始、翌年の総会決

議の中で初めて「サブスタンダード船の排除」

を掲げ、現在まで積極的な活動を続けてきた。

　サブスタンダード船排除については、本年7

月！日の国際安全管理コード（ISMコード）発

効、その導入によるポートステートコントロー

ル（PSC）の強化が進む一方、欧州連合（EU）

のクオリティシッピングキャンペーン、そして

経済協力開発機構（OECD）海運委員会でのサ

ブスタンダード船排除に関する取り組みなど、

海運界以外でも排除に向けての動きが一．・層活発

化している。

　こうした各界での盛り上がりを受けて、本誌

では5月号より3回に亘って「サブスタンダー

ド船排除に向けて」と題して特集を掲載したが、

調号ではそのまとめとして関係各位のご協力の

もと、座談会を開催した。

　　　サブスタンダード船排除の聴き　
1
　　　なカーPSCについて

植松　本口はお忙しい中、お集まり頂きまして

ありがとうございました。

　サブスタンダード船の排除に関して本日皆様

にお話し頂くわけですが、この「サブスタンダ

ード船」というのは、必ずしも老齢船をさすの

せんきょう　平成10年9月号
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ではなく、様々な国際条約による航行安全、環

境保全上のルールを守らないで運航している船、

と考えて本日の議論を進めて行きたいと思いま

す。

　さて、まずサブスタンダード船排除について

は、それを促進する大きな力であるPSCの存

在が注目されるところですが、それを管掌なさ

っている市川さんに現在のPSCの取り組みに

ついて伺いたいと思います。

市川　運輸省のPSCの体制ですが、昨年度外

国船舶監督官という制度を新しく創設しており

ます。従来PSCは各地方の船舶検査官と船員

労務官が．協力して実施しておりましたが、そも

そも検査官にしても、労務官にしても本来は日

本籍船舶の監督業務が本業でございまして、

PSCに従事する必要がある時でもそれができ

なくなるというような事態がありましたので、

そういうことのないようにPSCを専門に行う

機関として外国船舶監督官というものを作った

わけでございます。さらに平成10年4月からは

これを増員しまして現在は全国で52名の外国船

舶監督官が17の官署に配属されております。昨

今予算や増員は厳しい状況でございますが、外

国船舶の入港状況というようなものも勘案しな

がら、今後とも外国船舶監督官制度の充実を図

って参りたいと考えておりまして、来年度予算

要求に向けても努力をしているところでござい

ます。

植松　7月1日のISMコードはPSC実施に関

しても大きな出来事だと思うのですが、PSCを

管掌なさっているお立場としていかがでしょう

か？

市川　工SMコードの実施状況は世界的にも非

常に注目されています。話は少し湖りますが、

せんきょう　平成10年9月号
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市川吉郎氏

今年の3月にバンクーバーでパリMOUと東京

MOUの合同閣僚会議が開催されました。この

会議で作られた閣僚宣言の中で、ISMコードに

関するPSCを精力的に実施していきましょう

ということが謳われております。これを受けて、

東京MOUでは7月から9月までISMコードに

関するPSCの集中キャンペーンを実施するこ

とになっています。

　このキャンペーンは同じようにパリMOUで

も実施されており、世界の2大MOUが協力し

て王SMコードへの適用を監督するというよう

なキャンペーンを現在実施しております。

　ISMコードに関するPSCは、従来の検査と

異なり、直接目で見たり触れて検査することが

できない面も非常に多く、現場の職員は苦労し

ていると思いますが、早く慣れてもらってより

的確なPSCができるようにしたいと思います。

植松　先般のアジア船主フォーラムの共同声明

では、MOU加盟国間の協力、より明白で統一

的な基準による検査対象船の選択、そして適切

に訓練された有資格検査官の必要性、この3つ

を共同声明のなかで訴えているわけですが、ご

当局としてはどのようにお考えでしょうか？

市川　まず、PSCを行う検査官の訓練について

ですが、世界の2大MOUであるパリMOUと

囲

東京MOUを比較して参りますと、パリMOU

の加盟18ヵ国はいずれも先進国です。従いまし

てPSCに必要な能力はしっかりしていると思

います。しかし東京MOUの方は正規メンバー

16当局のうち、先進国は約半数に過ぎません。

残りの半数は発展途上国ということでPSCを

効率的かつ的確に行う人材がいない、あるいは

不足しているというのが実情です。

　従って東京MOUとしては、　PSC検査官の育

成が急務であるとの認識のもとに、主に発展途

上国の検査官約220名を対象にPSC検査官のた

めの初級訓練コースを開設しております。

　こういつたPSCの訓練を行う際には、実際

に船の上でPSCの活動をやってみて日本の

PSC担当官から直接指導をうけるということ

も重要ですので、貴協会、石油海事協会のご協

力を得て、船上でのPSC模擬訓練も取り入れ

ています。

　また東京MOUでは先進国からPSC検査官

を発展途上国の方に派遣して、現地で実際に

PSCを行いながら指導するということも行っ

ていまして、今年度はわが国から中国へ専門家

を派遣するという予定になっています。

植松　PSCに対して何か船社の立場からござ

いませんか？

山本　サブスタンダード船排除という目的に向

けてのISMコードの導入、あるいはPSCの強

化ということは我々としても当然真摯に受け止

め、対応しなければいけないと思います。

　しかし国による船舶検査というのは最近始ま

ったわけではなくて、地域、国によって内容に

違いこそあれ、以前から行われてきたわけです。

それを考えますと、やはり現在もPSCに対す

る考え方や方法に違いがあるのも事実だろうと

思っております。

せんきょう　平成10年9月号
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　そしてそのためにMOUが組織され、検査方

法について各国・各地域間の共通化が図られて

いるのだと思います。

　まあ検査を通じてのいろいろな問題というの

は、これからもあるでしょうから、検査を受け

る側としても問題点があれば、関係者で協議を

して、より効果的なPSCにするために協力を

していくべきだと思います。

小林　このようにPSCが強化され、それがサ

ブスタンダード船排除につながっていくという

のは非常にいい方向に進んでいるものと思いま

す。ただ各国での基準が違って、特に米国とか

豪州は非常に厳しいと聞いています。そして検

査官の技量も各国によって違いますし、システ

ムも違います。ある寄港国ではPSCから指摘

を受けなかった船が、次の寄港国で勧告を受け

たというケースも見受けられます。国によって

事情が異なり、色々と難しい問題があると思い

ますが、将来的には同じ基準で検査が受けられ

るように、統一した基準が必要だと思います。

植松　ISMコードは、海運業の中でサブスタン

ダードな商売を続ける余地を残さないように、

運航基準や船舶管理体制を確立するものだと思

います。

　そういう意味では当協会のメンバー会祉のよ

せんきょう　平成ユ0年9月号

うに健全な社内手続きを持ち、業務の全レベル

について国際的な水準を守る用意のある会社に

とってはISMコードが発効しても現在までの

仕事のやり方に大きな変化があるものではない

と思います。

　このようなサブスタンダードな船会社を排除

するISMコードやPSCは我々海運関係者にと

っては大いに支持し、支援していくべきもので

あると考えます。

　　当協会およびメンバー会社の安2
　　全運航の取り組み

植松　日本の船会社の現状は、船主であるとい

う割合よりはむしろ用船者である割合が多いの

が事実でしょう。そう考えると自社の安全運航

の取り組みの他に外国の船に対して自社基準を

確立させることは非常に大事だと思いますし、

ひいてはそれがサブスタンダード船排除にもつ

ながると思います。

　それに関しては、ナビックスラインさんでは、

「ナビックスフリート基準」というものを打ち

出しておられますね。

小林　当社では1995年にISMコードの認定を

受け、その後それをさらに当社独自の安全基準

に基づきステップアップさせ、1997年に「ナビ

ックスフリート基準」を作成しました。

　これはサブスタンダード船対策の一一環として

運航船舶の船質基準、運航基準を取りまとめた

もので、内容については、船齢は上限を15年と

し、船体点検個所、機関性能、堪航性能、航行

安全、環境保全等の基準を独自の判断で設け、

関係船舶を点検し、必要に応じ、追加的に保守

整備をするものです。

　また、点検の結果、最終的に基準から外れる

船については社船、用船を問わずサブスタンダ
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一ド船とみなし、原則として当社の運航に供さ

ないこととしています。

　その他、安全運航の取り組みでは、毎年1回

船舶安全キャンペーンというものをやっており

ます。今年の11月で7回目になりますが、約ユ

ヵ月間船舶安全運航強化月間というものを作り

ましてそれぞれに重点要項を決めて、徹底した

安全対策を行って参りました。

　もう一つは緊急対応訓練というものがありま

して、実際に起こった事故を想定して、事故の

際の対処を本船、管理会社と更に荷主、海上保

安庁、P＆1、保険会社など関係先にご参加を頂

き、一緒になって訓練を行っております，

植松　日本郵船さんの場合は、古くから用船の

際の検船についていろいろと対策を講じて徹底

しておられるようですが、その辺りのお話を聞

かせて’頂きたいと思います。

山本　先ほど植松さんがおっしゃいましたよう

にISMコードの導入については、航行の安全

というのが目的なわけですが、これまで国際的

なルールによる安全性の確保が、国際海上人命

安全条約（SOLAS）を中心にしたハードウェ

アで行われてきた一方、今回工SMコードが導

入されたことで、船員の質ですとか、責任の明

確化ですとか、いわゆるソフトウェアの部分に

ついての国際的な基準作りが行われたわけです。

さらに、船の安全性は、これまでどちらかとい

うと船員あるいは船長の責任として担保されて

いくというような考え方だったのに対して、そ

れを管理する管理会社、船主の責任も含めたト

ータルのシステムとして安全性の確保を図らな

ければいけなくなりました。

　ISMコード導入は、今申し上げた2点で非

常に画期的なことだろうと考えています。これ

からは船の安全性の確保、環境保全ということ

團

勝氏

については、そういった考え方をベースに進め

ていかなければいけない時代に入ってきたんだ

ろうと思います。

　そこで当社の安全推進活動も、そういったと

ころに基本的な立場を置いてやっていこうとい

うことで進めています。

　とにかく事故を未然に防止する対策を立てる

ために、そして万が一一事故が起こった場合に、

適切に対処できるようにするためにもISMコ

ード的な考え方がベースにないと、今後の安全

運航は確保されていかないでしょう。

　いま当社では、事故の予知・予防というよう

な観点で何ができるのか、というようなことを

安全運航の柱の一つにしています。

　先ほど申し上げたように船ばかりでなく、そ

れを管理する陸上サイドも含めた現状の把握、

そこから問題点を掴んで、必要な対策を立てて

いくために、工SMコードの考え方に則った船

舶の安全運航にかかわる当社の規格として

「NYK　NAV　9000」を作成し、それを各船およ

びそれを管理する船主、管理会社に示して、そ

れに基づいて検船を実施していくことにしてい

ます。

　検船をした結果について問題点があれば、船

及びそれを管理する管理会社、船主に改善を申
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し入れていく、ということです。実際に運航し

ている船は、いわゆる社船、仕組船隊というよ

うな所有船だけではなくて、多くが単純用船で

すが、ISMコードの考え方からすると、その安

全性の確保ということは、船を管理する会社に

対して、しっかりやりなさいということになる

わけです。

　我々は、船主、管理会社のパフォーマンスに

ついては当然、貨物を輸送する立場としての責

任を持っていることになります。しかし仕組船

隊と違い、単純用船についてはなかなか船主、

管理会社のやり方の中身にまで関与していくこ

とについては難しい面があるわけです。

　いま申し上げたようなNYKとして船を運航

する立場としての安全基準というものがあれば、

それを単純用船の船主、管理会社に示して、そ

れに基づいて運航をやっていただき、あわせて、

それに基づいた我々としてのチェックも実施し

ていくという考え方でやっていこうということ

で、これがこれからの安全運航対策の柱になっ

てくるだろう、と考えています。

植松　このように各社いろいろ努力をされてい

るわけですが、当協会としましては海運会社を

サポートするという立場ですので、政府やIMO

などの方針づくりに業界の立場から積極的に提

案して参りました。

　具体的な例でいうと、昨年の東京湾での事’故

を受け、昨年12月初めに「安全航行の実施指針」

というのを出しまして適性な要員配置と職務の

確認などについて提案を致しました。

　そして、今年これまで2回に亘り、海上保安

庁などのご参加を得まして、東京湾での乗船検

証を行いました。

　今後とも協会としての立場から積極的に安全

運航の推進に取り組んでいきたいと思います。
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3　安全運航確保と荷主の立場

植松　石油業界さんは古くから安全運航には非

常に気を使っていらっしゃる業界と理解してお

りますが、まずその辺のお考えとか、ご事情な

どをお話しいただければありがたいと思います。

河野　荷主の立場としましても安全運航の確保

ということは言うまでもなく最重要課題でして、

本日はその観点からサブスタンダード船の排除

ということについて、我々が日ごろ用船する場

合にどのような手続きを取っているかというこ

とをご説明したいと思います。

　まず、私ども石油会社が加盟している石油会

社国際海事評議会（OCIMF）、ではサイアーシ

ステム（SIRE）という、シップインスペクショ

ン・レポート・システムを実施しています。こ

れはメジャー等の石油会社による工船データベ

ースを集積して、共有するという制度です。私

共、日石グループの場合は東京タンカーがスポ

ット用船を実施する際に、まずこのOCIMFの

SIREを用いて候補船の検船レポートを入手し、

このレポートと日石グループで過去に用船した

船についての検船報告、自ら収集している情報

等を合わせて分析し、当該船が日石グループに

とって本当に安全な船か否かの評価を実施して

います。

　また、このレポートとそれについての分析は

岡時に全国の基地、精油所にも送付されて、受

入側における安全管理の向上にも有効利用して

おります。我々のグループは全国の基地、製油

所に東京タンカーの船長、機関長等の職員20名

を港務班として派遣していまして、荷役の安全

管理に加えて船のチェックもそこで実施してお

ります。



㊧毯㊤

駁．

　　河野廉氏

　このようにして当社ではスポット用船の際に

サブスタンダード船を絶対に取らないように厳

しくチェックする体制を取っております。

　一言ここで老齢船についてコメントしておき

たいのですが、老齢船は15歳を過ぎたら一般的

にはすぐサブスタンダード船のように言われる

わけですけれども、老齢船というのは必ずしも

サブスタンダード船ではありません。要は、メ

ンテナンス次第であって、老齢であっても安全

な運航というのは可能であると考え．ております。

　我々のグループの日精丸という48万トンの船

は、1975年の建造で船齢23年になりますが、十

分なメンテナンスを実施しており、安全運航と

いう点でも何ら問題のない船でございます。

　従いまして、老齢船イコールサブスタンダー

ド船ではないということも是非ご理解頂きたい

のです。

　以上が、サブスタンダード船を排除するとい

う観点から、我々がスポット用船をするに当た

って取っている手続きです。

植松　インスペクションの情報を集積されてい

るということですが、インスペクションについ

ては何かOCIMF独自の、あるいは統一的な基

準とかマニュアルとか、そういうものが何かあ

るわけでしょうか。

河野　OCIMFが独自に作成したチェックリス

トがあります。それに基づいてチェックした結

果がOCIMFに報告され、データベースに加え

られていきます。東京タンカーも支配船下の検

船に当たってこのチェックリストを準用してい

ます。

植松　そういう情報が集積されて、OCIMFの

メンバー間で情報交換するということですね。

河野　そうですね。：i．E確に言えば、　OCIMFの

メンバーがSIREシステムを利用して用船しよ

うとする船のデータを入手する、ということに

なります。

植松　船会社のほうもスポット用船される場合

はこういうことは当然と思って自然にインスペ

クションを受けているわけですが、特に船会社

のほうとのフリクションはないわけですね。

河野　そうですね。インスペクションに合格し

なければ、用船してもらえないわけですから。

聞くところによると、OCIMFは検船データが報

告された段階で、そのデータを船主に送り、船

主としてのコメントを求めているという事です。

植松　この辺は、船会社の立場から見てどのよ

うにお考えでしょうか。

小林　我々は選ばれるほうの立場ですので、そ

の基準に見合うような船を常に用意できるよう

口頃から心懸けております。

　しかし、それだけの基準を維持していくには

相当のコストがかかるということもご理解頂き

たいと思います。

河野　安全のためのコスト負担ということです

が、荷主の立場からしますと、安全運航確保と

いうのは、輸送主体である船主あるいは船会社

さんが当然果たすべき義務だと考えておりまし

て、そこに生じるコストというのは第一義的に

は当然船会社さんが負担すべきものと考えてい
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ます。ただスポット船でも、モダン船はレート

が高いわけで、結果として荷主もコストの一部

を負担しているということにはなりますが……。

石油産業も安全対策あるいは環境問題に対して

多額の設備投資を実施していますが、その分の

コストを製品価格に転嫁することは非常に難し

く、ほとんど出来ていないというのが現状です。

ですから、そういう意味でも安全運航確保とい

うのは、主体である船会社さんに努力して頂き

たいということです。

植松　お金がかかるということですね。確かに

去年から欧州のEU当局のクオリティーシッビ

ング・キャンペーンを．見ていますと、きちんと

基準をクリアしている優良船主はそれに見合う

だけの報いを受けるべきであるということを言

っているんですね。

公的なキャンペーンの中にそういうことが入っ

ているというのは非常に面白いなと思いますが、

実際にそうでもしないとこのクオリティーシッ

ビングというのは進まないのかもしれませんね。

　それからOECD海運委員会で現在検討中の

サブスタンダード・シッビング排除策の案文と

か、新聞記事などを読んでいますと、OCIMF

の本部のほうではこういうデータをせっかく蓄

積しているんだからポートステート・コントロ

ールでも使って欲しいというような要望もある

ようですが、これに関しては官のお立場ではど

のようにお考えでしょうか。

市川　OCIMFの検船情報を使ってほしいとい

う申し入れば、王MOベース、あるいは東京

MOUベースでも聞いていますけれども。どち

らかというと、OCIMFのメンバー会社が川船

した船については、PSCはしてくれるなとい

うことなんじゃないかなと思っておりまして

　（笑〉…ちょっとご趣旨が違うなと。我々はタ

せんきょう　平成10年9月号

一ゲティングしている国もありますし、してな

い国もありますが、やはり入港している船があ

って総体的に比較して、例えば、船齢が高いと

か、タンカーのように万が一のときには環境に

重大な影響を与えるとか、または過去のPSC

で重大な欠陥があったという経歴を持っている

とか、そういった船を優先的にピックアップし

ていくようになっていますので、必ずしもそう

いうデータがあったとしても、それをもって

PSCはしなくてもいいだろうということには

ならないと思います。有効的に使えるものであ

れば使っていきたいとは思うのですが、評価の

信用性も検証しなければなりません。

　船舶の安全というのは第一議的にやはり旗国

政府が担保している問題ですから、原則的には

我々旗国政府がやった検査、あるいは発行した

証書に対してPSCを行うというのが原則です。

山本　当社は、昨年のダイヤモンドグレース号

の事故により、石油会社さんを初めとして、関

係者および世問全般に大変なご迷惑をおかけし

ました。

　やはりタンカーというのは事故を起こせば重

大な影響を及ぼすわけで、当然、石油会社さん

のほうも非常に厳しい基準を持って船を選定さ

れている。

　当社の場合、先ほど申し上げたような当社独

自の安全規格に基づいて、チェックリストとい

うのをつくっているわけですが、これにはOC－

IMFの検船チェックリストも随分活用させて

頂いています。

4葺藷藤善讐と船主

植松　前原さん、船舶の安全についてはいろい

ろな角度からお役目のあるところかと思います

剛



轡（謝㊤

前原太志氏

が、まず最初にその辺りをお伺いします。

前原　国内的な動きと国際的な動きの2つがあ

ると思いますが、私どもが取り組んでおります

事故防止、いわゆるサブスタンダード船の排除

も含めてどういつだ活動をしているかちょっと

簡単にお話ししたいと思います。

　私どもは相互組合ですので、お互いに皆さん

がお金を出し合って、不幸にして事故が起こっ

た場合に保険料という形でプールしたお金を充

当するという組織ですから、事故がないに越し

たことはないわけですね。

　従って、お互いに事故を起こさない方法をど

うしたらいいのかということが一番問題でして、

そのためには水先人会に事故防止のお願いをし

たり、事故を起こした組合員に再発防止をお願

いしたり、いろいろな情報を集めて船社さんに

提供したり、あるいは私どもは各船の船長にお

願いして、独自のチェックリストに基づく船の

チェックを実施して頂く等の活動を行っていま

すが、これらは当たり前のことだろうと思いま

す。

　国際的な活動では、コンディションサーベイ

制度というのがあります。これは1987年くらい

から1990年にかけて、非常に事故が増えました。

そのためにそれまでの船級協会等の検査では不

囮

十分ということで、事故の防止を目的に独自で

船の検船を実施する制度について国際グループ

問で取り決めまして、199工年の2月20日、これ

は保険年度が開始される日ですけれども、この

年から各クラブとも、ルールの中にコンディシ

ョンサーベイというものを取り入れると同時に、

独自のサーベイフォームに基づいて各クラブが

独自にチェックを始めたんですね。

　そのやり方というのはほとんどクラブによっ

て変わらないと思いますが、チェック項目は各

クラブによって違います。最近は、各クラブで

それぞれのフォームを出し合って、できるだけ

統一したほうがいいのではないかなという動き

もありますが、まだ統一的なフォームはござい

ません。

　私どものコンディションサーベイは、1991年

2月20日から今年の8月10日まで約7年半の実

績があるんですけれども、年に大体7Q隻ぐらい、

いままで合計520隻に対して実施しました。そ

して勧告が全く要らなかったという船は約3割

で、残りの7割ぐらいは何らかの勧告（リコメ

ンデーション）をしたという結果が出ています。

勧告で一番多いのは、ハッチコーミングの状態

に関するもので、次いで船倉だとかタンク内の

欠陥です。あと繋船装置、荷役装置、それから

海図の不備とか非常用設備が続きます。それか

ら、数年前から船内のコミュニケーションの状

況とかオフィサーの英語力のチェックも取り入

れました。それは、入港に際しての港務通信が

聞き取れないとどうしようもないだろうという

ことや、今では混乗が常態となっていますので、

共通語と思われる英語・ができないとコミュニケ

ーションがうまく行かない、ひいては船の安全

運航ができないということがありますので、英

語力は絶対に要るだろうということで、英語力

（

（．
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のチェックを各オフィサーに対して実施するよ

うにしています。

　それからコンディションサーベイの中に、

ISMコードに適合しているかどうかというチ

ェック項目を最近入れました。

　そういう形で実施していますが、私どもは検

査するといっても費用の問題もありますし、そ

れから相互組合ですから、組合員さんにPSC

のように船を止めてまで改善してくれというよ

うなことまでは言いにくいところがあります。

要するに、コンディションサーベイそのものに

限度があることは確かですね。

　ただ、こういつた形で実施していれば、少し

ずつ基準以下の船は排除できるといいますか、

そういう方向になるだろうと考えております。

　しかし今後、PSCが活動を強化して参りま

すと、二重三重のチェックが要るのかという問

題が生じますね。

植松　新聞情報ですと、P＆1インタナショナル

・グループではISMコード適合というのを、

保険加入の条件とするということで合意したと

いうニュースがございましたが、その辺はまだ

そういうふうにはなっていないのでしょうか。

前原　船の状態を良好に維持してもらう方法と

して、先程申しましたコンディションサーベイ

のようなやり方と、もう一つはクラブのルール

で組合員さんに改善をお願いする、あるいは、

改善ができない場合については、ペナルティー

がありますよというのをクラブルールで定める

方法があります。

　その中に、最近ISMコードに関する条項も

新設しました。クラブルールの中にISMコー

ドをどういう形で取り込むかについては、いろ

いろ論議がありましたが、ジャパンP＆1とし

ては、あまり厳しい、例えば、ISMコードに適
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合してない場合は、加入を拒否するとか、加入

をしている契約を解除するといったところまで

はやっておりませんで、ISMコードに適合して

いないことによって事故が起こった場合につい

ては保険のてん山上不利がありますよ、という

程度にとどめています。

　いまのは国内での動きですけれども、国際的

な動きに目を転じますと、今世界中には、グル

ープを形成している14のP＆1クラブとその他

に数クラブがあり、これらで世界の商船の殆ど

をカバーしています。

　国際P＆1グループに加盟している14のクラ

ブでは、いろいろな取り決めをしているわけで

すが、その中の委員会の一つにサブスタンダー

ドシップ・コミッティーというものがあります。

名前が良くないということで、今ではシップテ

クニカル・コミッティーという名前にかわりま

したが、そこではサブスタンダード船をいかに

して排除していくかが重要なテーマとして取り

組まれ、その委員会がいまだにずっと続いてい

ます。

　その中では、コンディションサーベイの他に、

船級協会といろいろな連携をしたり、あるいは

ハッチカバーは水漏れが非常に多いので、水密

テストの一つの方法として超音波を使ったらど

うかというアイデアを出したり、トレーニング

のビデオを作って各船社に配るというようなこ

とを行っています。要するに、サブスタンダー

ド船をいかにして一定基準まで持ち上げるか、

あるいは、排除していくかということをずっと

やってきているわけです。

　それから話は変わりますが、ISMコードに

ついて、クラブカバーの問題が1つあるんです

ね。工SMコードが発効したらどういう問題が

生じるかというのは、弁護士が随分あちこちで

圃
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講演をやりましたのでお聞きになった方もいら

っしゃるかと思います。P＆1クラブは免責事

由の一．つに船主自身の故意を挙げています。こ

れはどういうことかと言いますと、事故の原因

が会社幹部の故意による場合は保険金は支払わ

ないという意味です。例えば外板が’衰耗してい

ることを知りながら放置しておいた為に浸水事

故が起こったような場合です。ISMコードが

発効しますと船に存在する欠陥はすべて会社の

要人も把握しているという制度ですから、知り

ながら放．置しておいたとなると、船主自身の故

意とみなされ、保険てん補が受けられない危険

性が以前より増したということになります。そ

れから、ご存じのとおり船主責任制限法という

のが海事ではございますね。事故を起こして第

三者に損害を与えたら、その実損を賠償するの

が基本ですけれども、船の場合に限り、トン数

に応じ一定の金額を払ったら、それで責任は免

れるという独特な制度があるんです。しかしそ

の責任制限が認められるかどうかという場合に、

事故原因がその船主自身の故意かどうかという

ことが問題となります。ISMコードが発効しま

すと先程のP＆1保険てん補事由の場合と1司様、

責任制限が認められない可能性が高くなり、幅

下億でも、実損の賠償をせざるを得ないという

ことになるのではないかということを、海事の

弁護士が指摘しています。

植松P＆1さんは14社と数が限られている上

に、インターナショナル・グループというのも

ありますから、数が多く分散化した一般の保険

業界とは違ってサブスタンダード船排除という

面でも重要なお役目を今後ともお引き受けにな

る立場ではないかと思いますが。

前原　そうなるだろうと思います。理由として

はP＆1クラブが大同団結して統一的に事に当

れることの効果が大きいと思いますが、その他

に船の堪航性に対するアプローチがP＆1クラ

ブの方が積極的だからということが考えられま

す。即ち、損保の船舶保険約款では、不堪航が

原因で生じた損害はてん補しないとだけ規定し

ているのに対し、P＆エクラブの場合は堪航性の

確保を加入条件とするなど、積極的に規則化し

ている点が挙げられます。

植松　船会社のほうから何かありますか。

山本　いつも大変お世話になっています。（笑）

我々とP＆1さんとは一心同体ということでは

ないかと思いますし、クラブのメンバーとして

多数の船社を扱っていらっしゃるので、安全に

関わる情報を豊富にお持ちになっているんじゃ

ないかなと思います。

　そういった豊富な船舶の安全に係る情報の共

有化といいますか、一心同体であるがゆえに、

一緒になって船の安全性をより高めていくよう

なことというのができる部分というのは相当あ

るんではないかという感じもしています。

　なかなか個々のメンバー会社の、事故だとか

トラブルの情報を開示できないことは当然、立

場上わかりますが、一般化できるような情報も

多々あるのではないかと思っています。そうい

ったことがあれば、我々としても事故防止に大

いに活用できると思いますので、こうした点に

ついても一・緒になってやっていけたらと思って

います。

前原　一番いいのは、実際に起こった事故を取

り上げて、事故原因は何だったのか、処理上ど

ういつだ点に問題が生じたのか等を、皆さんに

公表することでしょうが、事故当事者にすれば

自分の落度を根堀り葉摺り暴かれることになる

ので、公表することの同意を得ることが難しく、

このため折角の教材を共有することができない
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のが現実です。

　まあ、さっきおっしゃったように全てではな

くても別の方法でいろいろできる部分というの

はあるだろうと思いますので、私どもが持って

いる情報について船主さんと意見交換したりす

る機会がもっと増えたらいいんじゃないかなと

いう気はしますね。

小林　やはり自分が起こした事故は、他の人に

知られたりしたくないというのは当然わかりま

すが、実際の事故例を持って、それを今後のケ

ース・スタディに、再発防止に役立てるという

のは非常にわかりやすいし、有効だと思います

ので、今後その辺はちょっとご検討頂きたいと

思います。

前原　わかりました。伝えておきます。

5与ブスタンダード船排除1こ向け

橿松　それでは、そろそろまとめに入りたいと

思います。

　安全確保とか、環境保全の第一の責任者は船

主であるということは変わらないけれども、海

上輸送に関わる諸業種すべての認識と．協力も必

要だという考え方がEU当局を中心として、欧

州方面で強まっているいうのは最近のユつ動き

だなと。OECD海運委員会には「船主以外の海

運市場諸プレーヤーを巻き込んでサブスタンダ

ード・シッビングを排除するために考えられる

諸方策」という、金融、保険、P＆1、船級協会、

荷主などに期待される行動を列挙するペーパー

が提出され、目下検討されています。さらには

そういう動きを受けて、欧州荷主協会はバルク

船の用船に先立って用船者が船主に確認し、保

証させる諸項目の質問書フォームを「最善実行

の自主コード（Voluntary　Code　Gf　Best　Prac一
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tice）」と名づけて提案し、　EU当局や欧州諸国

の政府がそれへの支持を表明していることを見

ても、この辺の動きというのは今後ますます強

まってくるのではないかなと思われるわけでが、

そういうことも含めて皆様よろしくお願いいた

します。

市川　まずサブスタンダード船を排除するとい

う究極の方法というのは旗国がしっかりその責

務を果たすことだと思います。残念ながら、・一

部の旗国はその責務を満足に果たしていないと

いうのが事実でして、IMOでもこの議論はこ

こ数年来ずっとしております。

　先ほど申し上げたパリMOU、東京MOUの

合同閑僚会議の閣僚宣言にもこの問題は取り上

げられておりまして、将来に向けて旗国に対し

て包括的かつ強制的な要件を課せないかという

ことを検討しましょう、ということが盛り込ま

れています。

　IMOでも、そういった背景もございまして、

まずは旗国に自分がどういうパフォーマンスを

やっているのか、ということを自己評価しても

らおうということをいま検討しています。

　その自己評価のための書式というのをいま作

っておりまして、出来た後どうやって使うかを

検討していこうというのがいまの段階です。で

圃
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すから、サブスタンダード船の排除はいろいろ

な方に協力していただいて行っているわけです

けれども、本来ならば旗国がしっかりしなけれ

ばならないと思うわけです。

　それからちょっと話が出ておりました寄港国

ごとに若干PSCのやり方とか、判断基準が違

うというのは事実です。

　その理由の1つには、PSCに対する取り組み

の背景が歴史的に違うというのがあります。特

に先進国と発展途上国の問で見られる、単に技

術的な能力の問題というのもありますが、その

他に国内法というのがありまして、領海内にあ

る船舶に対しては国内法を課しうるということ

があります。そうすると、やり方がどうしても

違ってくるということになります。東京MOU

というのは、PSCの乎続きの調和を図りまし

ょうということなんですが、各国のやり方まで

決めましょうというわけではなくて、まずは

PSCをやってどういうふうに欠陥を指摘して

レポートをするかその方法を続一・しましよう、

それから、PSCをやった結果については電子

情報で加盟国との間で共有していきましょう、

そして、一国でPSCをやった後上の国に行っ

て修理するとかいう場合には、決められた書式

で通報して、その国でまたPSCに服すという

ような可能性を追求しましょう。そういった手

続きの調和を図るのが目的でして、各国のやり

方は全部統一・してしまおうというのは目的にし

ていません。

　したがって、最低限条約の解釈等の大本のと

ころは合わせなければいけませんが、今後とも

若干各国ごとにPSCの方向なり、一部の判断

基準が違うというのが出てきても、それはやむ

を得ないと思われますし、それを、許容してい

ただきたいと．思います。

前原　ジャパンP＆1独自の問題かも知れませ

んが、私どもは保険料および保険金から見て、

約4割が内航船なのです。

　ご承知の通り、今のところ内航船はISMコ

ードも適用されず、コンディションサーベイの

対象にもしておりません。

　これには種々の理由が考えられますが、一口

に言えば対象とすべき環境が整っていないから

です。しかしながらわが国の場合は、サブスタ

ンダード船排除を考える場合、内航船の問題は

避けて通れず、いずれ早晩着手されなければな

らないと考えます。

河野　最後に荷主としてというより、日石グル

ープの東京タンカーの代弁になりますが、P＆1

さんにお願いがあります。

　サブスタンダード船を運航しているような会

社はクラブへの入会を拒否して頂き、クラブの

メンバーにそのような船を運航している会社が

ありましたらその会社にやめてもらうように努

力して頂きたいということです。特に、ナホト

カ号のようなひどい船を運航しているような会

社については厳しく審査して頂きたいと思いま

す。

小林　船の安全運航については、いままで船社

各社がそれぞれ独自の基準でやってきましたが、

このようにサブスタンダード船排除の問題が

OECD海運委員会の場で議論されたり、又、先

程ご紹介のあった欧州荷主協会が独自の提案を

出してきたり、この問題が世界的な1つのテー

マとして盛り上がりを見せてきたことは、良質

な船を提供する日本の船会社にとってもプラス

面で働くものと考えています。日本船主協会と

しても出来るだけ前向きにサポートして．頂けれ

ばと思います。

　繰り返しになりますが、安全運航はあくまで
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も我々県社の責任であると肝に銘じて船の保守

・保船にあたっております。

　サブスタンダード船排除の動きが浸透してい

くと、世界のマーケットには質の高い船だけが

残ることとなり、結果として船を維持管理する

コストも適正に評価された運賃水準になってい

くものと期待しています。

山本　工SMコードもそうですし、それに伴うポ

ートステート・コントロールの強化というのも、

国際的なルールづくりによって、安全運航を確

保して、ひいては、サブスタンダード船の排除

をしていこうということだと思いますが、ただ

国際的なルールづくりと、ポートステート・コ

ントロール強化というようなことだけでは当然

限界があると思います。

　例えば、停泊中の極めて限られた時間での

PSCで、どこまでソフトウェアを含めた安全

に係わる諸々のポイントについて実効あるチェ

ックが可能なのかという問題があります。

　また国際規則に基づく証書を取得しているだ

けで安全性がすべて担保された訳ではないこと

は、例えばナホトカ号の事故を引き合いに出す

までもなく当然のことでしょう。やはり最終的

には船主あるいは管理会社の安全についての認

識の問題というところに帰着するのではないか

と思うし、それを前提にした船主・管理会社の

自主的な努力といいますか、改善の努力といい

ますか、そういうことがきちんとしていない限

り、船の安全性というのは確保されないんだろ

うと思います。

　当然、それには先程もお話に出たような、安

全に向けての諸々の自助努力の中にコストがか

かるということだろうと思います。

　したがって、船主、管理会社の努力といいま

すか、当然していかなきゃいけない努力という
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ことを正当に評価する仕組みみたいなものが出

来町っていかないと、最終的なサブスタンダー

ド船の排除につながっていかない。安全という

ことの担保につながらないんじゃないかと思い

ます。

　以前、ヨーロッパでダブルハル・タンカーに

対して入港料を減免するというグリーンアワー

ドという制度を導入したケースもありますが、

一生懸命に努力している会社もあるわけですか

ら、国の施策としてもそういったものをどう評

価していくかというようなことがもしできるの

であればやっていただけたらと思います。

　それからP＆1さんのほうにも、メンバーあ

っての保険の仕組みでもあるわけですが、安全

対策については最終的に船主、管理会社の努力

によると思うわけで、それに対する正当な評価

という意味で、本当に悪質なメンバーというの

は排除していくようなことも業界としてやって

いただきたいと思います。

　最後に、荷主さんに対しても、部立の安全に

対する努力について正しい理解と評価を望みた

いと思います。

　既にメーカーの世界では導入が進んでいる品

質保証という考え方が、貨物輸送サービスの分

野にも及んできています。王SMコードは船舶管

理の分野におけるISO　gOOO規格ともいえるわ

けですが、さらには荷主に対するサービスの品

質保証という仕組みが両者のニーズとして普遍

化してくることも考えられると思います。安全

輸送について、荷主として船社に何を求めるか、

それに応える船舶を荷主はどう評価するのか、

サブスタンダード船排除の仕組みと同時に優良

船主を評価する仕組みづくりも今後のテーマだ

と思います。

植松　本日はありがとうございました。
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平成11年度海運関係予算概算要求について

平成11年度海運関係予算概算要求について

　運輸省をはじめとする各省庁は、平成ユO年8

月末に平成ll年度予算概算要求事項を決定し、

大蔵省に対して要求を行い、折衝を開始した。

　概算要求事項のうち、海運関係事項の概要は

以下のとおりである。

1．外航海運対策の推進（運輸省）

（D　若年船員養成プロジェクト（国際船舶職

　員緊急養成事業費補助）

　　　国際船舶への船長・機関長の2名配乗体

　制の導入を円滑に実施し、国際船舶制度を

　　推進するための若年船員の早期養成・確保

　　を図るため、シミュレータ等を活用した座

　　学研修や乗船実習など8，800万円を要求し

　　ている。

　（21国際船舶制度推進事業費補助

　　　国際船舶制度を円滑に実施、拡充してい

　　くための推進事業費補助として400万円を

　　要求している。

　（3＞財政投融資（日本開発銀行融資）

　　　海運事業者が貿易物資の安定輸送のため

に投資する外航船舶（昨年度からの継続分

5隻に230億rLl、新規建造は4隻分を見込

み120億円）、海運関連施設を融資対象とし

た貿易物資安定供給枠として368億円を要

求している。

　また、外航船舶に適用されている融資条

件は現行通り、開銀特別金利⑤とし、LNG

船、超省力化船かつ基幹輸入物資輸送船が

60％、その他が50％となっている。

2．運輸施設整備事業団〔運輸省）

　運輸施設整備事業団は、内航海運の体質改善、

国内旅客船の整備等の事業を推進するため、海

運事業者と共同して、船舶の建造を行うことと

しており、平成ll年度においては、船舶関係に

ついてその事業規模を768億円（前年度比：21億

円増）とし、このうち自己資金303億円を除く

465億円を財政投融資として要求している。

　その内容としては、内航海運の体質改善を図

るため、近代的経済船の建造、内航貨物船の改

造などを促進することとし、代替建造12万％、
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総額で623億円、国内旅客船の整備を目的とし

て、152億円を要求している。

　このほか、既存の共有船から物流効率化に資

するモーダルシフト船への代替建造を促進する

ための早期償還に必要な補助金としてIO億円を

要求している。

3．船員対策関係（運輸省／厚生省）

（D　運輸省関係（一般会計〉

　　　離職船員の雇用促進を図るため、職業転

　換等給付金の支給、技能訓練事業等を実施

　　するとともに、貿易物資の安定輸送体制の

　　整備を図るため、外航海運の国際競争力の

　　強化等に向けた国際船舶制度の拡充等を行

　　うこととしている。

　　　具体的には、日本船員福利雇用促進セン

　　ター（SECOJ：Seamen’s　Employment　Cen－

　　ter　of　Japan）が行う船員雇用促進対策事

　　業への補助金として、外国船就職奨励助成、

　　内航転換奨励助成、技能訓練助成、船員職

　　域拡大訓練助成、内航職域拡大訓練助成、

　　離職高齢船員活用対策助成のほか、若年船

　員養成プロジェクトとしての8，800万円を

　含め合計7億3，900万円（前年度比：4億

　2，600万円増）を要求している。

　　なお、本四架橋開通等に伴う旅客船事業

　からの離職者数が大幅に増加することが想

　定されていることから、職業転換等給付金

　については5億9，600万円（前年度比：4

　億2，500万円増）を要求している。

（2＞厚生省関係（船員保険特別会計〉

　　雇用船員を対象とする対策として、船舶
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職員養成訓練等技能訓練事業費9，984万円、

外国船船員派遣助成金および訓練派遣助成

金等雇用安定事業費4億3，874万円を含む

総額6億8，299万円（前年度比：439万円減）

を要求している。

4．開発途上国船員養成への協力（運輸省）

　政府開発援助（ODA）の一環として、外航船

社の協力を得て行う開発途上国船員研修受け入

れ事業に対する補助金として7，200万円（前年

度比：800万口減）を要求している。

　この事業は海事国際協力センター（MICC：

The　Maritime　International　Cooperation　Cen－

ter　of　Japan）が、外航船社の．協力を得て、従来

どおりフィリピン、インドネシア、ベトナム等

の船員67名（前年度比：3名減）を受け入れる

こととしている。

5．その他（運輸省）

　国内海運を利用したモーダルシフト推進を図

るため、物流の効率化・合理化、コスト低減の

ための調査費として1，600万円を要求している。
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．船舶搭載機器の2000年問題

　　　　　　　　　　　　く前編》

　財団法人　日本海事協会

2000年問題プロジェクトチーム

　現在我々の日常生活の様々なところにコンピュータシステムが導入されています。例えば家庭電化

製品のほとんどにコンピュータが取り入れられていることでもわかるように、もはやコンピュータな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（しでは私たちの現代生活は成り立たないといっても過言ではないと思います。

　ところが21世紀を目前に控えた今、西暦2000年になるとコンピュータが誤作動を起こすといういわ

ゆる「コンピューター西暦2000年問題」が世界的に懸念され、トラブルを未然に防ぐため、様々な対

策が講じられています。

　もちろん海運の世界にもあらゆるところにコンピューターが導入されています。

　海運界でもこの「西暦2000年問題」について、関係各方面で対応が急がれていますが、当協会では、

この問題を船舶の安全運航に係わる問題として据え、2000年問題プロジェクトチームを編成し、対応

しているところですので、その概要について以下のとおり報告します。

1．コンピュータの2000年問題

　コンピュータの200Q年問題とは、西暦年を下

2桁のみでプログラムされたコンピュータシス

テムが、下2桁の”00”や’‘99”を実際の年度と

は異なる判定をする場合があり、下表に示すよ

うに単純な異常から、この日付誤認に起因する

重大な故障にいたるまでのさまざまな事態が引

き起こされる可能性をさします。

　例えば、2000年に入った瞬間に、船舶が航行

異常が発生する可能性のある日

異常が発生する

可能性のある日

1999年1月1日

1999年9月9日

2000年1月1日

2000年2月29日又は

2000年12月31日

原 因

西暦年の下2桁辱99”をプログラム

の終了と判断

西暦年の下2桁←LOO『を1900と判断

1900年が閏年ではないために2000年

も閏年ではないと判断

を停．止し、または進路を誤る、機器が停止し、

または誤作動する、あるいは記録装置が停止す

る、などの異常が発生するといわれています。

　この問題の原因は、効率よくプログラムする

ために、西暦年を下2桁でインプットしたこと

に端を発しています。従って、この問題を解決

するためには、事前にシステムの総点検を行い、

異常を起こす可能性があるシステムについて、

そのプログラムを書き替えるかまたはマイクロ

チップを交換する等の措．置が必要です。

　不測の事態を事前に回避するために、製造者

または専門家の協力のもとに、船舶に設備され

ている全てのシステム・機器類が2000年問題に

適応したものであるかどうかを速やかに調査し、

必要な対策を講じるよう推奨したします。

　コンピュータの2000年間．題およびGPS問題

（下記2参照）が発生する可能性のあるシステ
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ム、機器等について、適切な解決策を提示でき

るのは、当該システム、機器等の製造者に限ら

れます。そして、この2000年問題は、当会の技

術規則では捕捉されていない問題のため、利用

者が製造者の．協力を得て対処すべき問題である

と認識しております。

　2000年問題が原因で、万一システムが故障し

た場合に派生する膨大な費用ならびに損害保険

請求や法定費用におよぼす影響を考慮しますと、

事前に対策を講じるという、未知の混乱に対す

る予防措置は、船舶運航者にとって十分に価値

があるものと思われます。

未だに関係者から具体的な対策が提示されたと

は言い難い状況です。このため当会は、「2000年

問題プロジェクトチーム」を設置しコンピュー

タのハードやソフトにより引き起こされる問題

点およびその対策を調査し、可能な限りの情報

を公開し、海運界の混乱を最小限におさえるた

めに、次の情報を順次公開してゆく予定です。

　〔1）製造者から収集した機種別、型番別の機

　　器の問題点と対応策

　（2＞船舶運航者への「2000年問題」に対応す

　　るための指針（例）

　〔3）その他、問題解決に有効と思われる情報

2．GPS問題

　Global　Posltioning　System（GPS）の一部に

は、1999年8月に異常が起こる場合があると指

摘されています。これは、GPSに組み込まれた

時計が、1980年1月6日から起算して1024週に

達した時点（1999年8月21日深夜）で、自動的

に、起算日にリセットされることにより発生す

るものです。GPSは多様の機種が世界的に普及

していますが、使用部品が共通であるため、当

該GPSの製造者を問わず多くの機種にこのよ

うな異常が発生するものと予想されています。

必要な対策を講じていない場合には、早急に製

造者と相談されるよう推奨いたします。以下、

GPS問題を含めてコンピュータの2000年問題

と呼びます。

3，当会の対応

　西暦2000年になると船舶の設備に組み込まれ

たコンピュータの一部が誤動作を起こし、船舶

の安全運航に危険をおよぼしたり、海洋汚染な

どに発展する恐れが懸念されます。この問題を

巡っては、各国政府、船級協会、関係機関から

世界の海事関係者に注意が喚起されていますが、

4．　「コンピュータの2000年問題に関するアン

　ケート」の実施

　西暦2000年1月ユ日まで480日をきり、コンピ

ュ．

黹^の2000年問題およびGPS問題への対策

を必要とする機器を特定する作業を行っていな

い場合は、早急に開始する必要があります。船

舶に搭載されている装置の大半に、コンピュー

タを内蔵した電子・電気機器が組み込まれてい

ます。これらの装置の制御・表示・警報用に組

み込まれたコンピュータやチップは、1隻の船

舶にどのくらいあり、どのような種類のものか

を特定することは膨大な作業となります。

　この2000年問題を船．．ヒで解決するためには、

次のような手順が必要となります。

　①コンピュータあるいはチップが組み込ま

　　れている装置や機器を特定

　②そのコンピュータあるいはチップが日付

　　や年月のデータを扱っているか否かの調査

　③日付や年月を扱っているハードやソフト

　　が2000年問題をひき起こすか否かテストデ

　　ータで確認

　④もし、問題が発生すると予測された場合

　　には、適切な対策を実施し、その対策が確
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　　実に行われたことの確認

　実際にこのような作業を実施することを想定

しますと、本船に配備されている機器をリスト

アップし、各機器メーカに2000年問題が発生す

るか、発生するとすれば、その対策はどのよう

にするかを、逐一問い合わせすることになり、

大変な時間と労力の投入が必要となります。

　これらの作業をできる限り軽減させるため、

船舶運航者に役立つ情報を提供できるよう、関

連メーカに対して本問題に関するアンケート調

査を行いました。

　この調査では、予想される不具合点とその原

因、本船への影響とその対応策についての情報

を収集し、さらに関係者への情報公開の可否に

ついて調査することを主目的とし、舶用機器メ

ーカ211社を対象に行いました。8月末現在にお

けるアンケートの回収状況は、52メーカー、382

品目です。その調査結果によると一部ではあ

りますが、GPS受信機、機関監視装置、　GMDSS

設備などに問題が発生することが判明しました。

船上の装置に関して2000年問題を速やかに調査

・検討する必要性が認められました。このアン

ケート調査結果を当会のホームページ（http：

／／www，　classnk，　or．j　p）の“Year　2000Problem”

カラムにて提供しておりますのでご利用願いま

す。この情報公開は、今後回収されるアンケー

トをもとにアップデートしながら2000年目で継

続いたします。

　当会が本問題に取り組む上で調査した関係官

庁、関連機関、コンピュータ関連企業などが提

供しているホームページのうち、有用な情報と

思われるホームページのWeb　Site　Adderssを

皆様方のご参考までに、アンケート調査結果と

共に当会のホームページに掲載しております。

　（表1参照）

　平成10年8月31日現在（回収率は約25％）の

アンケート回答状況は、下記の通りです。

　調査はできる限り広範囲に行いましたが、す

べてを網羅したものではありません。各装置に

おける不具合及び影響についての判断は、それ

1，アンケートの回答数

2．主な不具合についての回答

（）内の数字は，回答のあった機器／機種の数を示す。

2000年を1900年として処

理してしまう

2000年目閏年処理がされ

ない

日付不連続となる

GPSカレンダーがリセッ

トされ日付時間がくるう

その他（内容記載）

総合航海システム〔D

データロガーlll、液面計澱装間1）

GPS〔2）、インマルサット〔D

GPS〔1）（200D年以降電源on／off

すると日付がくるう）

3．問題発生の原因についての回答

内蔵ソフト 総合航海システムゆ、GPS〔4｝

マ　シ　ン　語 データーロガーω、液面計測装置〔D

O　　　　　S

チップ、CPU

そ　　の　　他

4．影響の程度についての回答

船舶の運航・安全に影響

機能停止 総合航海システム〔1）

正確に機能せず

日付、時刻の異常のみで
ｧ御・監視には支障無し

データーロガー〔D、液面計測装置
k、｝、インマルサット〔1｝、GPS〔3〕

そ　の　他

外部の接続機器に影響を

^える
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．｝

5．対応策について回答 それのメーカーの見解を転載しているものであ

り、なかには情報公開の許可が得られないもの

もあります。情報の詳細な内容あるいは公開し

得ない情報についてのご質問がある場合には、

直接メーカーにお問い合わせ願いたく、メーカ

ーの住所、電話・FAX番号もホームページに

掲載しております。

　なお、本件についての弊会内のお問い合わせ

先は次の通りです。

側）日本海事協会2000年問題プロジェクトチーム

（材料礒装部：角田、村上　Tel：03－5226－2020

Fax：03－26－2091）

表1　2000年半間題関連ホームページ　一覧表（一部）

題 名

i

通商産業省　コンピュータ西暦2000年間題の対応
■

http二〃www．miU．go．jp〆topic．」／e2000nel．htrn1

通商産業面　情報関連・報道発表資料一覧
－－■冒■．．一一・」」．一．

http：／／wwwmiti．gojp／press－j／informadon／v・nlenu－j．html
．■一一一P

第2回コンピュータ西暦2000年問題関係省庁連絡会議の開催について
http：〃www、miti．gojp／press－j／informat三〇n／v80414bLhtml

．一一幽一

コンピュータ西暦20QO年問題関係省庁連絡会議の設置について

　　　　　　　　「T．「．．．?狽狽吹F／／ww．miti．gojp／pre3s－」／enformatiQn／v71216gLhtm1
．「■■．一一

”2000年問題”へのマイクロンフi・製品の対．応についてのご説明

http：／／www．microsoft．com／japan／info／releases／2000－5．htm
一

ノベルの西暦2000年問題の対応について
http；〃www．novelLco．jp／pressreレ

富士通　課題と当社の取り組みについて
L

「「罰．．．幽．．幽．・i．

@　http：〃www．fujitsu．co．jp／hypertext／2000／

You脚re　Not　Working　on　the　Year　2000　Date　Problem Because．．．
．．．．． ．．一．一

@　　　http：／／www．fujitsu．co．nz／y　2　k＿101．htrn

FUJITSU　Y£AR　2GOG　Server　Produしt　Status
　　　　　　　　　　　　　　　－．．．．?狽狽吹F〃www．fujitsu－computers．corn／Year2000／yr　2　ksrvLhtm

．

IBM　Year　2000　Product　Readi瓦1ess
　　　　　　　r－「．．．?狽狽吹F／／wwwyr　2　k，raleigh．ibmcom／

．■．■．．・’一．

1BM　西暦200D年問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「．

　　　　　．幽幽・L．「?狽狽吹F／／www．［bm．cojp／ad2000／
T－■．一幽

NECの西暦2000年対応
一幽

．．．幽幽・．■．．幽．．?狽狽吹F／／www．nec，cojp／japanese／product／ad2000／
．

Sunls　Year　2000　0rerating　Envlronment
・

　　　　　　　　　　　　　　　　．．．幽?狽狽吹F／／www．sun．com／y2000／enhancements．htロ1

Year　2000－Lloyds　Reg［ster，　Thomas　MiUer＆Co．　Ltd
　　　　　　．一・圃「一一一一．一一．．7．「．
?狽狽吹F／／www．ship200D．com／

一幽．一P 「■

Year200D　General　IrlformatiQn
．－「■罰．一．－冒．．．@　http：／／www，ship2000．com／Ship200D．　nsf／Y　2　KillfQ？OpenForm

．「■．幽一・一一一一一一一一一一ゴ「

Year　2000　Home　Pgge（lnformation　Technica玉Associat［on　Qf　America）
．．．．．・一

?狽狽吹F／／wwwitaa．Qrg〆year2QQQ．htm
．幽一一一ゴ
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「変革期を迎えた船陸間通信」

　インターネットをはじめとしたコンピュータネットワークの普及は通信の世界にある種

の革命を起こしたといっても過言ではあDません。インターネットの導入によって、我々

は距離や時間を越えて世界とコミュニケーションを図れるようになりました．

　世界を舞台に展開している海運業でも、近年着々とコンピュータネットワークの高度利

用が行われています。

　本誌では、コンピュータネットワーク導入により、大きな変革期を迎えている船陸間通

信に着目し、今年、船陸間の電子メール実用化を含む新1青報通信システム「NiOE21」を

構築したナビックスライン㈱で、システム構築に大きく関わったナビックスエンタープラ

イズ㈱LAN管理室長の田山隆始氏に船陸地通信についてこ寄稿頂きました。

L～．．～・「～・’～・‘～・「、・’～・‘、・L～・’、．’～・‘～・「、・’、・L～・・、．L、．‘～・

2000年までわずか1年3カ月余り、アル

ビン・トフラーの「第三の波」が出版さ

れたのが1980年、まさしくC＆Cの融合

とそれを取りまく大きな波が押し寄せて

いるのは昨今のインターネットの普及等

を見ればおわかりいただけると思います。

」～・L、・■～・’～．’、・」～・「、・’～．L～・’～・「、・’、・」～・．、・■、．’、・」～・．～・

　テレックスが導入されるまでは電報でのやり

取りが主流で、情報伝達手段で記録に残るもの

は電報しかありませんでした。

　KDDのテレックスサービスが開始されたの

は1956年9月、NTTは10月に東京一大目口で

サービスインされ、その直後に商社や海運会社

にテレックスが導入されました。

　当時は、電話と同じでダイヤル即時通信と1

分間375字を送信でき経済的といわれていまし

た、

　その根拠は会話をメモする場合、分速60字が

限度であるから375／60控えめに見て電話の数倍

の能力を持つとのことでした。

　新入社員の日課はテレックスを読むことと、

飽きる位読んで、慣れてくると川園な返事の訓

練それも上司から赤鉛筆で原形をとどめない程

修正されていた時代が長く続いていました。

　ちなみに1968年の国内テレックス利用は1日

18万通、電報が21万通また、国内テレックス加

入者数は26，00G。米．西独に次いで世界第3位

だったそうです。
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・～・‘～・．、・・、”、・’、・L～．．～・■、・’、L■、・’～・‘～・「、・’、．’～・‘、・L～．

C＆C（Oomputer＆communication）

の融合とインターネット

‘、．’～、’～．‘～F「、L■、．’～．’～・L～・．、・■、．’～・‘～・．～L■、・’、．’～・L～・

　1985年目行われた電気通信事業者のNTTの

民営化によりNCC（new　common　carrier）す

なわち新口々ができ通信料金の価格低廉化が進

みまた、移動体電話サービス（携帯電話・ポケ

ベル・PHS）等が伸長してきましたが、電電公

社時代から今までのアナログ網のデジタル化を

黙々と行ってやっとユ990年目皆さんご存じの

“ISDN網”が完成したわけです。

　また、IC（集積回路）やLSI（大規模集積回

路）の飛躍的進歩はとどまる所を知らず、こと

にCPU（central　prDcessing　unit）はいまや内

部クロックのスピードが450Mhzになろうとし

ています。

　このような高性能のCPUのパソコンやパソ

コンソフトの進化普及と光ケーブルという高速

通信が可能なデジタル通信網が融合されたわけ

ですが、1970年代に米国政府によって軍事情報

の伝達手段として開発されたネットワーク網が

ユ990年代に入り、民間の機関によって管理され

るとともに民間の商用通信の利用が認められた

ことにより、数多くのプロバイダーが設立され

インターネットの世．界．規模での爆発的な普及に

つながったわけです。

　米国ではLANや電子メール等の活用による

情報技術の活用による企業の組織改革の推進に

より企業が活力を取り戻していったのですが、

［本では、パソコンー人1台の必要性はもとよ

り、狭い事務室内で電子メールやグループウエ

ア等不必要、LANのかわりにRUN（事務所内

を走れ）で充分といった認識が一般的で効果が
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見えないコストに対する情報化投資が遅れてい

ましたが、米国のホワイトカラーの生産性の向

上が情報技術の活用にあることが理解され、日

本でもコンピュータの2000年問題と同時に情報

技術活用に取り組んでおり、この2－3年で

LANやグループウエアの普及が急速に進んで

きています。

’～．‘～．・、L■～．’～．‘～．・、・’～、’～．‘～．・へ」’、．L、、’～．・、・’、・’～、L、r

　　　　　　船舶との通信

’～・．、・「、L’～・L～・■、・’、・’、・L～・■、・’～F’、・L～．．～・■～‘’、・’、・L～．

　モールス符号による電信事業は1844年にスタ

ートし、1896年にマルコニーが無線電信に成功

し、（1876年にはベルによる電話機が発明され

る）以来100年に亘り、全世界で利用されてきた

無線電信ですが、長崎無線電報局も本年6月一

杯で国際電報の取り扱いを取り止め、本年度中

には丁田の予定となっております。

　日本の最後の無線電報局がなくなるのは一抹

のさびしさを感じるものがあります。

　1982年になると陸上と船との通信はマリサッ

ト海事衛星サービスの開始により電話の利用が

可能となり、さらにインマルサット衛星サービ

スに引き継がれ、テレックス、ファックスも利

用できるようになり、船舶とも陸上と同様な通

信手段が確立しました。

　しかし、本社の通信インフラ（基盤〉がテレ

フクス中心で、代理店や船舶ともテレックス通

信で充分でしたが、日本国内ではテレックスの

加入者数が激減し、NTTはテレックスサービ

スを維持してゆくためその基本料を順次値上げ

してゆくことになっており、テレックス機器等

も、既製品はないため多額の費用を掛けた自己

開発しかない状態になっています。

　事務室内のLAN化、電子メール、グループ



ウエアの導入およびこの秋からテスト運用に入

るSea－NACCS（海上貨物通関情報処理システ

ム）、ならびにS，C．／S．ENET（荷主・船社問お

よび荷主・樋口業者間の海上貨物運送にかかわ

る情報ネットワーク〉やPOLINET（港湾貨物

情報ネットワーク）、船舶CALS（＊）プロジェ

クトなど船を取りまく情報処理の通信手段とし

て、電子メール通信の必要性が強くなっている

と云っても過言ではないと思います。

■～・「～‘’～・‘、・L～・■、・「、」’～「L～・’～・「～・’～．．～・’～・．、．’、．．、．’～・

船舶乗組員のグローバル化と船舶管理
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　1969年にわが国初のMO船が完工、1984年ご

ろには、近代化船による乗組員の少数精鋭化が

開始されるとともに、国際競争力低下を回復す

るための仕組船、便宜置籍船、混乗船化が進行

する中での船舶管理のあり方が模索されること

になりました。

　国際安全管理コード（ISMコード）で求めら

れている要件を満たす船舶管理システムの中の

一項目として’船陸間の管理・連絡体制の整備”

があり、外国人乗組員に各種の規則やその変更

事項を知らせる為の船舶管理の有効的な手段と

して、またコンテナ船等の大量のデータの高速

伝送の手段として、必然的に電子メールの利用

が必要となってきたわけです。

　これは関連会社、取引先等を含めたネットワ

ーク化による、一層のスケールメリットの享受

と処理の高速化・効率化を意味しています。

　実は海外の先進的海運企業や船舶管理会社で

は5～6年前より船舶に電子メール用パソコン

の搭載実験を行い電子メールの導入に踏み切っ

ており、テレックス通信から電子メール通信へ

と移行が行われていましたが当時は陸上の事務

室内のインフラが構築されておらず悔しい思い

をしていました。

　当社も船舶管理をシンガポールに移したのを

きっかけとして、船舶管理のグローバルスタン

ダード化の一環として、シンガポールにHub

コンピュータを置き対船舶との電子メール通信

に順次移行し現在はシンガポールの船舶管理会

社とシンガポール管理船とはすべて電子メール

化されていますし、近々には東京本社一シンガ

ポールー本船間の電子メール化を行う予定とな

っています。

　船陸問の電子メール通信実現に当っては、日

本籍船の場合、無線に関わる機器は電波法で定

める条件に適合していなければならないため、

その条件をクリアし、かつインマルサットA設

備や通信ソフトにあうモデム（電話回線と接続

するための変調・復調装置）を探すのがまずひ

と苦労でした。

　そしていざ実船搭載という段になって、モデ

ムコマンドの変更やモデムスピードの設定に手

間がかかり、その他インマルサットBではプリ

ント基盤が手に入らない等のアクシデントもあ

ったため、全船展開が数ケ月遅れました。

L～・．、・「、・’、．’～・‘～・「、．■、・．～、’、・‘～・L、・■、・「、・’～．．～・’～・．～・

　　　　　　電子メールの課題
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　これから船陸間の通信において電子メールが

中心的アイテムとなっていくのは間違いないと

考えられますが、電子メールについてはまだま

だ解決していかなければならない下記のような

課題があるのも事実です。

①　メールが文宇化けする恐れがある

　　テレックス通信でも、通信網の品質の劣化

　による文字化けが発生することがありました
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が、電子メール特にインターネット等を利用

する場合も注意が必要です。

　　インターネットは米国から普及したもので

　あるから、基本的に欧文のテキストの送受信

のみを想定して作られているため、ファイル

　添付をせず1バイト（半角）の欧文だけで送

　れば文字化けは原則として起きませんが、日

　本語でメールおよび添付ファイルを作成した

　場合には文字化けが起きる可能性があります。

　　日本語を扱う文字コードには、「J工S」「シ

　フトJ工S」「EUC」があり、インターネットで

　発信する際には、7ビットのJ工Sコード（工SO

　－2022規格）に自動変換されることになって

　いますが、送信中自動変換しないメールソフ

　トを使用するサーバを通ることがたまにある

　ことが、文字化けを起こす主な原因のようで

　す。

②アプリケーションソフトの違いで添付ファ

　イルが読めなくなることがある

　　パソコンのアプリケーションソフトすなわ

　ち、一太郎対WordまたはExcel対しotus123

　等など相手のソフトの種類が違っていたり、

　同じソフトでもバージョンが違うもの同士で

　は読むことが出来ないこともあります。

③基本的にメールは自動的に受信されない

　　電子メールを自宅で送受信する場合、自分

　あてにメールがきているかは通常は電話回線

　を使いプロバイダーのコンピュータにアクセ

　スするわけですが、社内LANだけの経験し

　かない方は電子メールは黙っていても自分の

　パソコンに着信すると勘違いをしているケー

　スがあります。

　　陸発・船舶宛ての電子メールも当然プロバ

　イダのコンピュータで仕分けされ船のアクセ

せんきょう　平成工0年9月号

　スを待っています。

④各種コンピュータウイルスが無意識の内に

　蔓延することがあり、添付ファイルにコンビ

　ュータウイルスが潜んでいた場合、受信側の

　PCにウイルスチェック機能がなければ、パ

　ソコンがウイルスに犯されてしまいます。船

　陸問でそれが起こったりすると、船舶の運航

　上深刻な問題につながりかねません。

⑤裁判における証拠能力がない

　　国際テレックスの場合、KDD等キャリア

　の受付日時や受付けた交換機のトラックナン

　バー、相手のアンサーバックコード等が表示

　され、国際海事裁判等での証拠能力を有して

　いるが、電子メールについては未知数であり

　認証勲等がその扱いについて、検討している

　ところです。

　電子メールは上記のような課題もあるので、

急ぎの連絡は今まで通りテレックス・ファック

ス・電話の方が有効であると考えられます。電

子メールの導入で船舶との通信メディアが増え

て多様化したと考え、それぞれの通信方式の長

所をどう利用して行くかはそれぞれの企業で創

意工夫がされてゆくことになるでしょう。

　また海上における遭難および安全の世界的な

制度（GMDSS）化で専任通信士がいなくなる

なかでいかに安定し多様化された通信を運用し

てゆくか課題が残されたといえましょう。

　※船舶CALS
　CALSとは、企業間の情報システムを活用して、

効果的な製品開発や、商取引、管理を行うことを目

的として開発されたシステムである。船舶CALS

は、船舶に関する技術情報の共有化を図り、情報の

共有化をすることで船舶ライフサイクルでの間接費

用の削減と、生産性の向上を目指し開発されている。
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　CENSA事務局の次長／局長を長く務めたマ

レー・グラハム氏が今年の10月末を以て引退す

ることとなりました。CENSAという団体につ

いては定航部門に関係されている方はよくご存

じでしょうが、一般にはあまり馴染みがないか

も知れません。私自身も海上勤務時代、船．協の

国際部関係者に「どんなお仕事ですか？」と聞

いたところ「ケンサの仕事が主です」といわれ、

思わず「サーヴェーヤの仕事ですか2」と聞き

返した覚えがあります。

　CENSAは”COUNCIL　OF　EUROPEAN＆

JAPANESE　NAT工ONAL　SHIPOWNER’S　AS－

SOCIATIQNS”の略で日本語では欧州・日本船

主協会評議会と呼んでおり、海運政策に関する

欧州を中心とした船主協会の団体で現在会長は

ノルウェー入、そして日本郵船の山口常務が副

会長を務めておられます。

　マレー・グラハムは海運政策に関する豊富な

CENSA機構図

CHAIRMAN
Ghairman’s
Consultative

CommiUee（CCC）

COUNCIL

Liner　Regulator

A行airs　Comrnittee

（LRAC）

Maritime　PDIicy

Gommi質ee
（MPC）

知識と卓越した文書作成能力、そして素朴な人

柄と高い教養をもって関係者にはよく知られた

人物です。今回は、そのグラハム氏が自分の死

後、海事専門紙“LLOYD’S　LIST”にこんな「死

亡記事」を載せてほしいと思い、自分で考えた

という原稿を頂きましたので、それを意訳して

彼の人物像とCENSAについて紹介したいと思

います。

　　　　　　　＊　　　＊　　　＊

　マレー・グラハムはスコットランドの伝統あ

る船員一族の出身である。彼の祖父は帆船の船

長免状を持ち、長い問中国沿岸のパイロットと

して貢献した。彼の父親はスコットランドのダ

ンディーにあったカレドン造船所の見習機関士

として入社、その後名門ブルー・ファンネル・

ラインの機関士として乗船し、上級機関長の免

許を得た後、当時の貿易省の船舶機関の検査官

として働いた。

　マレー・グラハム自身もキュナード・ライン

とポート・ラインの機関士として6年間の海上

勤務の後、上級機関長免許を得て、父親と同じ

く貿易省の船舶検査官となった。

　検査官として15年間務めた後、運輸省と名前

を変えた政府の海運政策部門のスタッフとして

抜擢され、パリにある経済協力開発機構（OE－

CD）やジュネーブの国連貿易開発会議（UNC－

TAD）の会議に英国代表団の一員として参加

し精力的に活動した。この時期は各国政府が最

も活発に海運に下渉した時期でもあった。海運

業界は「自由にして公正な競争」の原理を維持

（

（
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すべく腐心し、特にUNCTADも支持していた

途上国による貨物留保政策と国家補助を受けた

ソ連海運に対抗する為に苦心惨憺していた時代

である。

　海運政策部門のスタッフとして5年間働いた

後、マレー・グラハムは次長としてCENSAの

事務局に加わり、主としてタンカーおよびドラ

イ・バルクの貨物留保政策に関する議論に深く

関わった。これらの貨物留保政策に関する戦い

において、勝利を収めた後、海運業界が反対し

ていたUNCTADのオープン・レジスターの漸

次廃止を目的とするプログラムについて海運界

と密接な協力関係をもった。このオープン・レ

ジスターに関する闘争は彼が関与したものの中

でも最も長期に渉つたもので前後8年にもおよ

んだ。

　彼が関与した問題の一．．．・つに現在も欧州裁判所

で係争中の内陸一貫輪送の運賃設定に関する問

題がある。CENSAによって行われた運賃同盟

とコンテナ料金体系等に関する初期の研究はそ

の後、マレー・グラハム自身もメンバーである

UNCTADの専門家グループによって完成され

た。このグループは欧州および日本船尾の専門

家からなり、内陸一貫輸送の運賃設定に関する

政府の支持を目的とするガイドラインの採択に

成功したが、残念ながらこれは欧州委員会の受

け入れるところとならず、第IV総局（競争総局）

ヴァン・ミャートの1994年のレポートおよびそ

の2年後のカールスバーグ・レポートにても否

定されている。この二つのレポートに対する船

主側の反論はINTRA－1NDUSTRY　MALT｝

MODEL　COMMITTEE（IMC）によってなさ

れた。このIMCは欧州、米国、日本一社の専

門家からなっているが、この反論の草案はマレ

ー・ Oラハムによって作成され、編集されたも

のである。
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▲マレー・グラハム氏

　比較的最近の問題としては米国における外航

海運改革法案がある。マレー・グラハムは

CENSAを代表して唯一人の外国人として米国

．．ヒ院の公聴会に意見を述べるとともに、欧州お

よび日本船社の意向を受け改革法案を船主と荷

主との利害のバランスが取れた現実的なものと

なるよう努力した。

　彼の海運政策に関する長い経験と業績から汲

み出せる教訓は、海運に関する政府の干渉に対

しては決して性急に反応すべきではないという

ことである。事が起きたらまず成すべきことは

腰を据え政府の意図せんとする所を慎重に分析

し、味方努力と共に反駁資料やデータを十分に

収集し整理し、そのうえでおもむろに議論を行

うことである。

　CENSAを退職した後、マレー・グラハムは

彼の愛したノルマンディーのコテージにて時代

物のワインとその高い眼識で長い時間を掛けて

収集した数々の絵画と、そして知る人ぞ知るア

メリカの南北戦争に関する専門家として多くの

貴重な資料に囲まれ安らかな老後を送った。

欧州地区事務局長　赤塚　宏一
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重油への燃料革命で
．花開いた客船黄金時代

　蒸気機関の燃料には、長い間石炭が使われて

いたが20世紀初頭になると、石油産業が勃興し、

石炭と比べて安価な重油が供給されるようにな

った。

これに着目し、1908年に世界中の重油専焼ター

ビン船として竣工したのが、東洋汽船の天洋丸。

その後、ディーゼル機関が発達したこともあり、

石油から重油への転換は急速に進む。

　石炭と比べた重油の長所はいくつもあったが、

最も注目す球き点は、船内のスペース効率の向

上だった。その頃、貨物船や客船は大型化が進

んでいたが、貨物積載量や船客スペースを増や

そうとすれば、その分、燃料庫の容積や火夫の

人数も増え．、それによって大型化によるスペー

ス拡大効果が相殺されてしまうというジレンマ

に、当時の海運業者は悩んでいた。

　液体燃料である重油は、石炭のように大きな

燃料庫を必要としない。また石炭を運んだり、

石炭をかき混ぜて火力を一定に保つ必要もない。

このため、石炭を使う場合に不可欠だった大勢

の火夫も必要がなくなり、その分、乗組員の居

住スペースも小さくできた。

こうして船内のスペース効率は高まり、貨物船

では、その分、貨物の積載量が増えた。しかし

当時、その恩恵を最も受けたのは客船だった。

　豪華さを競い合っていた当時の客船は、贅沢　　（

な客室、大食堂やシアター、プールなど陸上の

一流ホテルをも凌ぐ設備のために多大なスペー

スを必要とした。重油専焼化で生まれたゆとり

を、すべてこうした乗客設備や、サービス向上

のために増員された客室乗務員の居住区として

使うことができたのである。

　燃料を重油に替えることで蒸気タービンの性

能も向上した。船型は大型化しても燃料消費量

はむしろ低減し、かつ速力は大1隔にアップした。

こうして太平洋ブルーリボンの記録を次々と塗

り替える高速大型客船の全盛期が到来する。

　陸上では自動車、空では飛行機を誕生させた

20世紀のエネルギー革命は、船の世界でも重要

な革新の原動力となったのである。

（

1：：1凱㌦1

噂■圏圏・■■■■薗　馴贋98

　　　久♂1＃1：：黙

フロイスの「日本覚書」が

伝える近世日本の暮らしぶり

　ルイス・フロイスは16世紀後半に30数年にわ

たって日本に滞在したイエズス会の司祭。彼が

残した「日本覚書」は、当時の日本の風俗習慣

をこと細かにとりあげ、その一つ一つをヨーロ

ッパのそれに対比させながら記述した、歴史研

究の視点からも興味深い文献だ。

　15の章にわたって、当時の日本の男女の風采

や衣服、憎侶の風習、食事や飲酒の慣習、家屋

や武器や芸能などについての観察をこと細かに

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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記しており、日本の船や船道具、船乗りの慣習

についても興味深い1章が設けられている。

　船についての記述は30項目ある。「我らの船

には肋骨と甲板がある。日本のにはない」「我

らの船には布製の帆がある。彼らのはすべて藁

の帆である」「我らの水夫は漕いでいる問は坐

っており、しゃべることはない。日本の水夫は

立ち上がり、ほとんどいつも歌っている」「我

らの船は昼も夜も航行する。日本の船は、夜は

港に停泊し、昼に航行する」といった当時のヨ

ーロッパ入の視点から見た日本の船や船乗りに

ついての観察の視点はじつにユニークだ。

　すべてがフロイス個人の見聞によるもので、

正確さにやや疑問な点もある。対比されるヨー

ロッパの記述にしても、来日後すでに数十年を

経た彼の知識がその後のヨーロッパ事情を正し

く反映していたかどうかという疑問も残る。

　とはいえ近世初期の日本人の生活全般をここ

まで網羅的に記述した文献は日本にはない。好

奇心旺盛な宣教師の「覚書」が、我々日本人に

とっても、歴史資料として極めて貴重であるこ

とはいうまでもない。

せんきょう　平成10年9月号

森林枯渇で終わりを告げた

海の女王ベネチアの覇権

　地中海の覇権を握り、イスラム諸国経由で入

ってくる香料その他、様々な東洋の物産の中継

貿易で巨利を得ていた15世紀半ばのベネチアは、

当時、キリスト教圏最大の海軍国でもあった。

　当時のベネチア海軍の主力はガレー船で、細

長い船体に三角帆を装備し、さらに150人ほど

の漕ぎ手を乗せ、風があれば帆走し、風がなけ

れば漕ぎ手の力で航海できた。

　ベネチアは、通常の大型の商船も数多く保有

していたが、船足が速く、風向きが悪くても自

由に港を出入りでき、海賊の襲撃にも武力で対

抗できるガレー船は、香辛料のような高価な貨

物を運ぶのに最適だった。このためベネチアの

ガレー船は、軍船として国土や自国商船の防衛

に携わるとともに、地中海を定期運航する高速

貨物船としても活躍していた。

　このガレー船は、すべて国営の海軍工廠で建

造され、その材料となる木材は領土内の豊かな

森林から潤沢に供給された。

　しかし交易の拡大やイスラム勢力との度重な

る海戦のための大量のガレー船建造により、や

がて領土内の森林資源が枯渇し始める。

　15世紀末にはオークやマツ、モミなどの森林

の厳重な保護政策がとられたが、時すでに遅か

った。イスラム勢力とキリスト教勢力の最後で

最大の海戦となったレバントの海戦では、軍船

建造のために25万本の成木が伐採されたといわ

れ、これが領土内の木材資源のほとんどを枯渇

させてしまう。

　こうして精強なガレー船団に支えられたベネ

チアの覇権の時代は終わる。地中海の女王とも

呼ばれたべネチァの凋落は、現代入にとっても

資源管理の重要性を教える貴重な教訓である。



海運 　　≡士日　　口心

10日　運輸省は、7月分のポートステートコン

　　トロール（PSC）において、航行停止・改

　　善命令の処分を課せられた船舶の情報を初

　　めて公表した。

　　（本誌8月号P，3シッビングフラッシュ2

　　参照）

18日　米運輸省クライドハート海運局長（8月

　　6日就任）は、宮崎海上交通局長を表敬訪

　　問し、港湾運送事業の規制緩和をはじめ日

　　本の港湾問題全般について非公式に意見交

　　換した。

19日　米国政府は「日米港湾慣行協議に関する

　　声明」を発表し、その中で日本の港湾運送

　　の労使慣行である事前協議制度の改善作業

　　の進捗状況に対して懸念を表明した。

20日　日本船舶輸出組合は7月目輸出船契約実

　　績を発表した。それによると、VLCC　2隻

　　を含む18隻・96万2，500％で、1－7月の累

　　計では90隻、447万3，700％に達した。

21日目アジア各国の海運局長クラスが集まり意

　　見交換するアジア海運フォーラムの第4回

　　会合が、シンガポールで開催され、アジア

　　通貨・経済混乱の各国海運に対する影響、

　　世界貿易機関（WTO）海運自由化交渉への

　　対応、航行安全の推進等について討議され

　　た。

臨8月

　運輸省の松本修大臣官房審議官はシンガ

ポールで岡国の海事港湾庁長官と会談し、

今後のマラッカ・シンガポール海峡の航行

安全確保について意見交換した。

27日　運輸省は、平成11年度予算概算要求と税

　　制改正要望事項を発表した。それによると、

　　税制改正要望事項として、来年3月に期限

　　切れとなる船舶の特別償却制度の2年間延

　　長等を求めている。

　　（平成11年度予算概算要求についてはP．16

　　海運ニュース参照）

せんきょう　平成10年9月号
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匿 ●

　　国際会議の開催予定GO月）

アジア船主フォーラム船員委員会

第4回中間会合

　10月12日　　東京
IMO法律委員会第78回会合（LEG78）

　10月ユ9日～23日　ロンドン

危険物輸送に関する国際シンポジウム

　10月26日～28日　ソウル

／971年国際油濁補償基金総会／理事会

　10月27日～30日　ロンドン

1992年国際油濁補償基金総会／理事会

　10月26日～30日　ロンドン

せんきょう　平成10年9月号



1．わが国貿易額の推移

．澱：：，1三矯池＝

　　　ノ

　　　　　　（単位

母運統計　　　　　曇

　　　　　　■

：10億円）

年　月
輸　出 輸　入

前年比・前年同期比〔％）

（FOB） （C王F） 入㈲出超
輸　出 輸　入

1980
29，382 31，995 ▲2，612 30．4 32．0

1985
41，956 3LO85 10，870 4．o ▲　　3．8

1990
41，457 33，855 7，60／ 9．6 16．8

1995
41，530 31，548 9，982 2．6 12．3

1996
44，731 37，993 6，737 7．7 20．4

1997
50，937 40，956 9，981 13．9 7．8

1997年7月 4，281 3，442 839 11．9 3．5

8
3，936 3，217 719 13．9 3．5

9
4，423 3β59 1，063 14．2． 8．5

10
4，645 3，540 1，105 17．3 1．1

11
4，224 3，162 1，062 6．5 ▲　　4．1

12
4，705 3，468 1，236 1．2．9 5．4

1998年1月 3，860 3，474
385 9．0 ▲　　2．6

2
4．，094 2，815 1，278 2．6 ▲　14．9

3
4，589 3，347 1，241 1．1 ▲　／0．5

4
4，346 3，122 1，224 ▲　　1．8 ▲　13．7

5
4，042 2，824 L218 ▲　　1．5 ▲　16．2

6
4，346 3，131 1，214 F　　　「

潤DD ▲　　0．9
7 4，561 3，248 1，312 6．5 ▲　　5．6

（注）通関統計によるp

3．不定期船自由市場の成約状況

2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 礪）平均 最高値 最安値

1985
238．54 200．50 263．40

1990
144．81 124．30 160．10

1993
111．19 100．50 125．75

工994 102．24 96．45 lQ9．oo
1995 94．．06 80．30 104．25
1996

108．79 98．05 llO．31
1997

121．OO l11．35 131．25

1997年8月 l17．90 115．50 l19．42
9

120．75 1／8．80 122．50
10

121．06 119．95 122．20
11

125．27 121．63 127．70
12

129．47 127．00 131．25

1998年1月 129．45 125．25 134．30
2

126．00 123．12 128．70
3

128．69 125．30 132．05
4

131．67 12．8．00 135．00
5

135．OO 132．00 139．05
6

140．43 146．70 136．20
7

140．73 143．70 138．35
8

144．67 147．00 141．05

（単位：丁．M／T）

区分 航 海 用 船

｛疋期 用船
シン．グル

（品　目 別 内　訳）

合　　計 連続航海

年次
航　　海

穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他 Trip Period

1992 196，312 16，996 179，316 54，719 54，731 6／，ユ97 576
3，064 4，023 1，006 87，735 16，530

1993
172，768 8，470 164，298 56，033 42，169 59，167

408
2β53 3，357 81］ 108，546 26ゆ03

1994
180，978 11，264 169，714 44，993 44，251 68，299 2，634 3，477 4，430 1，630 176，407 46，876

1995
172，642 4，911 167，731 48，775 52，371 57，261 王，526 1，941 ．5，054 803

154，802 49，Q61

1996
203，407 2，478 200，929 54．，374 69，509 66，539

898
3，251 5，601

757
144，561 29β15

1997
195，996 2，663 193，333 46，792 67，192 66，551 1，069 3，724 7，312

693
160，468 43，240

1997　12 17，005
480

16，525 2，931 6，／31 6，707
58 309 341 48

10，804 2，438

1998　1 19，702
145

19，557 3，817 8，258 6，609
57 306 374 136

11，623 2440
2

16，514
370

16，144 4，700 4．，253 6，403
30

2．34 299 225 8，507 2，557

3
15，078

130 14，948 4，536 4，226 5，617
144 162 233 30

11，54Q 2，943

4 19，009
410

18，599 3，887 6，914 7，030
28 534 195 ll

15，383 1，856

5
17，098

0
17，098 3，503 6，851 5，967

157 350 183 87
11，184 ／，076

6
16，577

0
16，577 3，513 6，488 5，879

27 411 169 90
9，47Q 1，694

7
15，587

o
15，587 3，n4 6，1G5 5，283 2．7 438 400 247

lo，746 1，519

8
13，460

156
13，460 2，971 5，361 4，444

79 22Q 248 137
9，780

881

〔注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②晶日別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシャ湾／欧米
月次 1996 1997 1998 1996 1997 1998

最高　　最低 最高　　．最低 最高　　最低 最高 最低 最高　　最低 最高 最低

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

67，50　57．50
V5．00　67．50
V2．50　67．50
T5．00　46，DO
U4，75　51．50
V9．50　65．OO

V9．75　69．00
V0．OO　65．00
U4．50　56．00
U3．OD　55．00
U9，00　58．75
U9．50　60．00

66．25　62，00
U6．50　58，50
U9．00　58．00
U7．50　46．50
V2．50　61．50
V6．50　65，50

W6．75　68．50
X4，00　85．00
X4．50　72．50
P00．00　89．00
W2．00　75，00
V5，00　49．50

62，00　50．00
U9．OO　60．00
W2．OO　67．50
V2．50　65．00
W7．50　69．00
V5．00　62．50

W2，50　74．75
W0．00　60．00

58．00

U5．00

T7．50

S7．50
T5．00

U2．50

U7．00

U0．00

T2．50

T5．00

T5．00

T0．50

52．50

T5．00

S7．50
R9．00

S2．50

T2．50

T7．50
T5．00

S9．50
S3．75

T0．00

S7．50

56，50　52，00
T2，50　47．50
T7．50　50．50
T2．50　45，00
T9，50　45．00
U0．00　52．50

U5．00　50，00
U7，5D　65．OD
V0．00　60．OO
V7．50　70．OO
W0．00　65，00
U2，5D　42，50

52．50

U0．00

U7．50

V2．50

V7．50
V7．50

V2．50
U8．50

42．50

S5．00

T5．00

T5．00
U9．00

T6．50

U5．00
T2．50

（注） ①日本郵船調査グループ資料による。

驍烽ﾌ。 ④グラフの値はいずれも最高値。
②単位はワールドスケールレー1・。 ③いずれも20万D／W 以上の船舶によ

5，穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位　　ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 1　　　ガルフ／西欧
月次 1997 1998 1997 1998 1997 1998

肩．デ丁@　　　　最低珂丸回

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

26．85　23．80
Q6，00　24．60
Q5．75　23．50
Q4．85　20．95
Q1．75　20．25
Q2．10　19．90

Q4．5Q　21．75
Q4，35　21．50
Q5，50　22．00
Q4．60　21．70
Q3．75　19．00
Q3，50　19．75

21．25　19．00
P9．00　16．5Q
P9．50　17，50
Q0，00　16，00
P7，00　15．50
P5．35　13．70

P4，00　13，00
P3．00　12．50

14．25　13．40

@　　＝

P5．00　13．25
@　12，00
P2．05　11．75

P4．00　12．10

@　　＝

P3．50　12．60
P3．25　／2．25　　　『

11，50　　9，0D
@　　8．75
P2．85　11．50
@　　＝　　　『

@　　9．75　　　一

13．OD　12．25
@　　11。00　　　　

@　　11．00
@　　10．50　　　一

@　　　
P0．50　10．25
P0．15　10．00
P1，00　　9．50

P1．30　10．OO
P2．00　　9．80

10．75　　9，00
V．90　　7，50

@　　6．75　　　－

P0．50　　7．50　　　　

@　　＝

〔注）　①日本郵船調査グループ資料．による。

@　　③グラフの値はいずれも最高値．
②いずれも5万D／W 以上8万D／W未満の船舶によるもの。

せんきょう　平成10年9月号
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6，石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位　　ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ッバロン／日本（鉄鉱石） ッバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 1997 1998 1997 1998 1997 1998

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

　 　 一 『 7．50　　6．17 6．50
2

　 一 9．50 一 7．35　　6．00 5．80　　5．25
3

一 9．75 9．50
一

6．3〔〕

一4
一 一 一 一 6．10　　5．65 5．25　　3．95

5
12．00 　 一 『 6．00　　5．80 4．70　　4．15

6

一 一 一 一 6．45　　5．90 4．30

7
一 一 一 一 5．80 一8
一 一 一 4．50 6．95　　5．80 4．8Q　　3、25

9

一
一． 7．25　　　5．95

10
一 一 7．70

11
一 一 6．30

12
一 11．00　　7．80 6．15

（注）①口本郵船調査グループ資料による．　②いずれも10万D／W以上15万D／W未満の船舶によるもの。
　　　③グラフの値はいずれも最高値。

7、タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運 賃 指 数

月次 1996 1997 1998
VLCC 中型 小型 H・D R・C

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C
1

60．8 102．8 136．9 162．3 233．6 57．3 107．2 165．6 188．4 233．8 55．3 110．4 150．3 140．7 175．0
2

60．3 120．O 157．8 178．4 228．4 59．1 114．1 164．1 198．1 255．8 54．6 工04．8 142．1 154．5 171．4
3

66．6 120．2 153．6 202．1 229．6 58．4 109．1 155．9 20L4 237．7 68．6 96．7 ／32．9 146．5 ユ75．5
4

61．4 113．6 178．0 228．1 233．3 62．O 119．7 201．3 193．9 223．4 72．4 106．1 145．7 160．6 161．9
5

49．1 116．6 160．9 210．1 220．9 52．3 110．4 182．0 181．2 213．7 70．3 91．8 122．1 156．6 155．1
6

57．4 113．5 153．3 215．0 21．1．6 63．4 110．9 182．6 203．O 202．8 75．2 982 119．8 170．8 152．0

7
66．5 106．2 160．2 24LO 203．9 63．8 107．2 172．5 185．5 181．2 74．2 104．8 136．3 167．4 160．9

8
69．5 100．6 135．8 217．4 18LO 70．3 100．4 159．9 176．2 175．7

9
63．1 101．0 139．2 185．0 180．1 83．4 110．6 148．1 179．5 170．3

／o 54．3 98』 133．0 211．6 174．1 76．2 113．9 152．6 181．6 163．9
工1 54．9 llO．2 137．9 198．2 197．2 89．5 114．9 　　一D166．D 164．6 149．6
／2 60．4 107．9 147．9 190．1 186．9 74．3 llO．6 138．9 180．玉 184．0

平均 60．4 109．2 149．5 203．3 206．7 67．5 110．8 165．8 186．1 199．3

〔注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃

　　　指数の5区分については、以下のとおり　．⑳VLCC；15万トン以上　◎．中型17万～15万トン　δ小型：3万～7万
　　　トン　㊤H・D＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン未満　器．H・C＝ハンディ・クリーン：全船型．

図 ぜんきょう　平成10年9月号
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8．貨物船用船料指数

貨物 舩航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数
月次 1993 工994 1995 1996 1997 1998 1993 1994 1995 1996 1997 1998

1
ユ94．0 189．O 234．0 207．0 209．0 王89．0 323．0 327．O 358．O 380．3 347．0 277．0

2 ．L92．0 185．O 227．0 202．0 197．0 ユ86．0 326．0 320．O 358．0 386．6 332．0 254．0
3 191．0 185．0 229．0 192．0 199．0 171．0 327．0 324．0 366．O 339．4 341．O 260．0
4 194．0 198．0 243．0 192．O 197．0 173．0 356．D 31．0．σ 377．0 363．0 354．O 262．0
5 195．0 ．191．0 245．0 196．O 190．0 173．0 366．0 318．0 402．0 350．0 342．O 262．0
6 209．0 198．0 239．0 195．0 184．0 175．0 319．0 334．O 390．0 339．0 326．D 292．0

7
206．0 198．0 230．0 186．O ．［．83．0 167．0 335．O 320．0 426．0 339．0 338．O 266．0

8 194．0 202．O 218．0 189．O 196．0 346．0 360．O 391．0 289．0 330．0
9

196．0 208．0 220．0 186．O 190．0 328．Q 349．O 364』 293．0 327．o
10 188．0 2工2．0 221．0 176．0 191．0 351．O 333．0 355．0 294．D 31．6．0

】】． 196．0 2！2．0 ／98．0 188．O 189．0 372．O 363．0 344．2 323．Q 290．0
12 200．O 2／9．0 209．0 211．0 186．0 349．0 367．O 374．7 323．0 294．0

平均 196．3 199．8 226．1 193．3 192．6 34．1．5 335．4 375．5 334．9 328．1

（注｝①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナ
　　　　ルはロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②舟1’晦用船料指数は1965．．7～1966．6＝100定期用船料指

　　　　数iよ1971‘100コ

、〕　．

9　係船船腹量の推移
1996 1

．
997 1998

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー

隻数千G／T干D／W 隻数千G〆T千D／W 隻数干G／T千D／W 隻数千G！TT・D〆W 隻数干G／T．千D／W 隻数干G／T千DIW
1

2722，2102，778 662，0583，735 2482，1102，589 551，6D72，757 2502，0632，423 571，4502，466
2

2572，QO52，506 601，6呂62，98G 2覗L9962，4G2 57／，6，乙82，804 2441，9112，220 551，4602，492
3

2451，9112，392 621，8623，305 2532，0552，42Q 631，7102，9ア0 2461，9572，281 581，7443，066
4

2361．8562，326 601，6942，983 2512，0732，462 641，7963，101 2472，0282，381 561，6752，927
5

2291，8542，336 561，7543，120 2492，G862，520 631，7呂13，G6G 2562，0922，448 55i，6652，889
6

2201，8332，353 551，6792，841 2442，0082，426 571，7763，052 2592，1712，546 541，6812，939

7
218L8282，412 561，6652，8QO 2391，9692，449 58／，8，乙33，160 3102，8483，4Q8 582，0183，631

8
223L8542，421 531，5712，708 2462，1202，429 571，7763，031 3112，8163，420 582，0183，621

9
234／，9502，562 551，6572，800 2462，0842，375 531，4872，474

10
232L9722．61Q 55王．，7ア62，919 2642，2812，634 571，6162，591

11
2392，0022，543 551，9213，196 2652，2522，555 581，5432，532

12
2382，0872，626 531，7052，856 2692，2542，596 591，4502，464

〔注）　ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイズ・マンスリーリスト・才ブ・レイドアップベッセルズによる。
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　「8月31日朝鮮民主主義人民共

和国が発射した弾道ミサイルが三

陸沖の公海上に着弾した」との報

道が、新聞各紙の一面トップを占

めた。このミサイル発射が国際情

勢や日朝関係に今後どのような影

響を与えるのか、今の段階で云々

すべくもないが、陸地でなかった

とはいえ船舶が頻繁に航行してい

る公海上に何らの事前予告も無し

に、このような暴挙が行われるこ

とに怒りを禁じ得ない。自民党幹

事長が「意図的にやったとすれば、

交戦状態になってもおかしくない

ことだ」と述べたことは、国民感

情として当然のことと思う。一方、

着岸地点の確認に手間取ったとい

う報道には、我が国の危機管理体

制が大丈夫なのかと不安を感じさ

せる。

　そもそも、今まで他の周辺諸国

との関係においても時に首をかし

げざるを得ないような政府の対応

が目に付くことがあったが、特に

北朝鮮との関係においてはいわゆ

る「金丸訪朝団」の戦後の対応に

対するお詫びに始まり、援助米を

贈ったときの彼の国の「もらって

やっているのだ」というような対

応、日本人妻の帰国問題、H本人

拉致疑惑等々、何故に相手に言い

たいように言われっぱなしで我が

国の主張をしているのかどうか分

からないような対応しかしてこな

かったのか不思議でならない。

　今回の問題は、単に北朝鮮と我

が国との関係だけにとどまらず、

世界の安全保障にも大きな影を落

とす行為と思われ、国によって物

事の考え方に差があるとしてもど

う考えても非はどちらにあるか自

明のことと思われる。

　今呵の実験で日本全土が北朝鮮

のミサイルの射程圏内にあること

がはっきりした。また、ある報道

によれば同国はミサイルに搭載す

るべき核兵器も保有している可能

性があるということである。北朝

鮮が日本だけを視野に入れて今回

の暴挙を行ったとは思えないが、

射程内にある国として我が国政府

が国際世論の先頭に立つことを期

待したい。

　　ナビックスライン

　　　総務部文書・広報グルーブリーダー

　　　　　松本　満
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会社名：神戸船舶㈱

　　　　〔英文名）KOBE　SENPAKU　KAISHA

代表者（役職・氏名）：取締役社長　原田　弘

本社所在地：神戸市中央区三菖町3一〕一3

資本金：160百万円

設立年月Eヨ：昭和24年5月9日

従業員数：海上60名　陸上9名　計69名

望協会会員は134社。

（平成10年9月現在）

所肩船状況 遠叡＠・魑 3隻　　8，036解
12193％　厄

連航船状況 遠洋・㊥・沿海 、隻　　　　563餌 774％

　　　　　く運送事業を展開している。

委

D

ρ
．
〆

σ 会社名：宇部興産海運㈱
　　　　（英文名）UBE　SHIPPING＆LOG】STTICS，　LTD．

代表者（役職・氏名）：取締役社長　渡邉輝弘

本社所在地山口県宇部騰町1－5－5　　礪璽
資本金：665百万円

設立年月日：］942年6月2Q日

従業員数：海上363名　陸上］26名　計娼9名

所有船状況 遠洋・近海・㊥8隻　42．386，千164・920％

運航船状況
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船が支える日本の暮らし



平成10年9月20日発行　毎月1回20日発行　No．45B　昭和4ア年3月置日第B種郵便物認可1998曳）．　／〕　ノ　／／／鶴∵父　〉　　　＼母一．．．．．，、・・．．．．’．　　　　　　　鴛、．．｝．＼　ヒ．秘し士十F『ミ泥跳　口・7k・由凸壬憐△船町月報／1998年9月号目次◎．巻頭言新しい「海技者」像を求めて★驕膓議講灘震●谷川明　　1◎座談会「サブスタンダード船排除に向けて」　　2　　　　　★運輸省海上技術安全局　総務課　外国船舶監督業務調整官●市川吉郎　　　　　★日本石油株式会社　需給部　部　長●河野　廉　　　　　★日本船主責任相互保険組合　顧　問●前原太志　　　　　★日本郵船株式会社　運航技術グループ　グループ長●山本　勝　　　　　★ナビックスライン株式会社企画部経営企画グルーブ　グループリーダー●小林一夫　　　　　★司会　社団法人　日本船主協会常務理事●植松英明◎海運ニュース平成11年度海運関係予算概算要求について　　　16◎寄稿船舶搭載機器の2000年問題〈前編＞　　18　　　　　★財団法人　日本海事協会　2000年問題プロジェクトチーム◎．話題を追って「変革期を迎えた船二間通信」　　22◎．4輪便り　　26◎海運雑学ゼミナール★第102卜一一28争海運日誌★8月　　　30峰・船協だより　　　31毒海運統言十　　　　　32　　　　　峰←編集後言己　　　　　36コンテナ船「NYK　VEGA」（新しい「海技者」像を求めて顯犠命綱壬麗’谷川　明恥　　軸慧警一　日本海運が急速な円高（コスト競争力の喪失）に苦しみ、昭和62年、海運労使苦渋の決断として緊急雇用対策を実施したことは未だに記憶に新しい所であろう。海運経営にとっては合理化による人材・資金流出に大きな痛手を伴った方向転換であった。　その後今日に至る迄、為替・海運市況の乱高下の中で引き続きコスト引き下げ努力と安全運航確保を目標に日夜懸命に努力しているのが現状である。　この努力の一つとして再度本稿で海運企業における海技者の新たな位置付けにふれてみたい。1．この10数年の問に配乗形態はパイオニア　シップ他の近代化船、近代化論乗船、便宜　置籍船、外国人全乗船、近い将来の国際船　舶へと変遷を続けているが日本人に永らく　親しまれた「船乗り」「船員」の呼称も、「海　技者」にとって変わる時代が目前に来てい　ると思う。緊急雇用対策後の10数年の歴史　の中で外労協加盟各社の在籍船員数は　17，600余人から今春現在3，200余人に減少　しているが日本海運は何とか事業規模を維　持し安全運航を守っている。この裏には目　本人船員の所謂「船乗り」から「海技者」　という質的転換がひそかに定着し始めたか　らといえよう。しかしこれにも限界が来よ　う。つまり現有の人的資源が枯渇すれば会　社は窒息死の危険性がある。緊急に将来の　人材を明確なプランをもって育成する時が　来ている。2．この育成プラン作成の前提条件は次の通　り。�@苛烈な大競争に生き残るため、人件費　　中心のコスト合理化は益々厳しくなる。�A海運企業の機能分化即ち船舶所有・集　荷運航・船舶管理の分業が顕在化し、各　社固有の対応を迫られる。�B海技者業務は船舶のハード（国際海上　　人命安全条約くSOLAS＞、国際海洋汚染　　防止条約くMARPOL＞）、船員のソフト　　（船員の訓練及び資格証明並びに当直の　　基準に関する国際条約〈STCW＞）、輸送　　力の質（国際安全管理コード〈ISMコ　　ード〉、ポートステートコントロール　　〈PSC＞）の諸要因の基準に完壁な対応を　　要求される。　これら諸条件を頭に置いて各社は各々の事業規模、内容に合った「海技者」人材を育成配置、日本入・外国入を有機的に結合、運航船舶全体の経済効率と安全を追求することとなる。海一ヒ／陸上にあってこの役割を演ずる者こそ「新たな海技者」であろう。　これら人材の育成には学校教育のカリキュラムの抜本的変革に委ねることは不可能で、企業が自らの責任に於いて実施せねばならない。　一・部試論では日本人海技者数は中期的に見て主要海運会社の船員の新規採用計画と年齢構成実態から推定して、2，000人程度の規模となろうといわれている。　この2，000人が明治以来120年親しまれた「船員」から「海技者」に脱皮し得るか否か、これが今後の大きな課題である。せんぎょう　平成IO年9月号□鰐魍＠「サブスタンダード船排除に向けて」（平成10年8月11日開催）出　　席　　者運輸省海上技術安全局日本石油株式会社日本船主責任相互保険組合日本郵船株式会社（順不同・敬称略）　　総務課外国船舶監督業務調整官需給部部長　　　　顧　問　運航技術グループ　　　　　グループ長　　ナビックスライン株式会社　　　　　　　　　　　　グループリーダー司会　社団法人日本船主協会　常務理事市川　吉郎河野　　廉前原太志山本　　勝企画部経営企画グループ小林　一夫植松英明　当協会は平成3年（199ユ年）の第44回通常総会の決議に、世界の船舶の安全運航に関する対策の一環として老朽船のスクラップ促進を掲げて以来、関係各機関と協力の上、内外に働きかけをしてきた。一方1992年から94年まで一連の大型タンカーの事故が集中したことや、ケープサイズバルカーの沈没事故により、いわゆるサブスタンダード船問題が注目され、その排除機運が世界的に高まってきた。エ994年、当協会ではこの動きをうけ、それまでの老朽船の解撤促進のための環境整備、解撤船供給スキームの検討の段階から、老朽サブスタンダード船の解撤促進へと目標を明確にし、サブスタンダード船排除のキャンペーン活動を開始、翌年の総会決議の中で初めて「サブスタンダード船の排除」を掲げ、現在まで積極的な活動を続けてきた。　サブスタンダード船排除については、本年7月！日の国際安全管理コード（ISMコード）発効、その導入によるポートステートコントロール（PSC）の強化が進む一方、欧州連合（EU）のクオリティシッピングキャンペーン、そして経済協力開発機構（OECD）海運委員会でのサブスタンダード船排除に関する取り組みなど、海運界以外でも排除に向けての動きが一．・層活発化している。　こうした各界での盛り上がりを受けて、本誌では5月号より3回に亘って「サブスタンダード船排除に向けて」と題して特集を掲載したが、調号ではそのまとめとして関係各位のご協力のもと、座談会を開催した。　　　サブスタンダード船排除の聴き　1　　　なカーPSCについて植松　本口はお忙しい中、お集まり頂きましてありがとうございました。　サブスタンダード船の排除に関して本日皆様にお話し頂くわけですが、この「サブスタンダード船」というのは、必ずしも老齢船をさすのせんきょう　平成10年9月号．｝ではなく、様々な国際条約による航行安全、環境保全上のルールを守らないで運航している船、と考えて本日の議論を進めて行きたいと思います。　さて、まずサブスタンダード船排除については、それを促進する大きな力であるPSCの存在が注目されるところですが、それを管掌なさっている市川さんに現在のPSCの取り組みについて伺いたいと思います。市川　運輸省のPSCの体制ですが、昨年度外国船舶監督官という制度を新しく創設しております。従来PSCは各地方の船舶検査官と船員労務官が．協力して実施しておりましたが、そもそも検査官にしても、労務官にしても本来は日本籍船舶の監督業務が本業でございまして、PSCに従事する必要がある時でもそれができなくなるというような事態がありましたので、そういうことのないようにPSCを専門に行う機関として外国船舶監督官というものを作ったわけでございます。さらに平成10年4月からはこれを増員しまして現在は全国で52名の外国船舶監督官が17の官署に配属されております。昨今予算や増員は厳しい状況でございますが、外国船舶の入港状況というようなものも勘案しながら、今後とも外国船舶監督官制度の充実を図って参りたいと考えておりまして、来年度予算要求に向けても努力をしているところでございます。植松　7月1日のISMコードはPSC実施に関しても大きな出来事だと思うのですが、PSCを管掌なさっているお立場としていかがでしょうか？市川　工SMコードの実施状況は世界的にも非常に注目されています。話は少し湖りますが、せんきょう　平成10年9月号蟷以毬／唇ノ市川吉郎氏今年の3月にバンクーバーでパリMOUと東京MOUの合同閣僚会議が開催されました。この会議で作られた閣僚宣言の中で、ISMコードに関するPSCを精力的に実施していきましょうということが謳われております。これを受けて、東京MOUでは7月から9月までISMコードに関するPSCの集中キャンペーンを実施することになっています。　このキャンペーンは同じようにパリMOUでも実施されており、世界の2大MOUが協力して王SMコードへの適用を監督するというようなキャンペーンを現在実施しております。　ISMコードに関するPSCは、従来の検査と異なり、直接目で見たり触れて検査することができない面も非常に多く、現場の職員は苦労していると思いますが、早く慣れてもらってより的確なPSCができるようにしたいと思います。植松　先般のアジア船主フォーラムの共同声明では、MOU加盟国間の協力、より明白で統一的な基準による検査対象船の選択、そして適切に訓練された有資格検査官の必要性、この3つを共同声明のなかで訴えているわけですが、ご当局としてはどのようにお考えでしょうか？市川　まず、PSCを行う検査官の訓練についてですが、世界の2大MOUであるパリMOUと囲東京MOUを比較して参りますと、パリMOUの加盟18ヵ国はいずれも先進国です。従いましてPSCに必要な能力はしっかりしていると思います。しかし東京MOUの方は正規メンバー16当局のうち、先進国は約半数に過ぎません。残りの半数は発展途上国ということでPSCを効率的かつ的確に行う人材がいない、あるいは不足しているというのが実情です。　従って東京MOUとしては、　PSC検査官の育成が急務であるとの認識のもとに、主に発展途上国の検査官約220名を対象にPSC検査官のための初級訓練コースを開設しております。　こういつたPSCの訓練を行う際には、実際に船の上でPSCの活動をやってみて日本のPSC担当官から直接指導をうけるということも重要ですので、貴協会、石油海事協会のご協力を得て、船上でのPSC模擬訓練も取り入れています。　また東京MOUでは先進国からPSC検査官を発展途上国の方に派遣して、現地で実際にPSCを行いながら指導するということも行っていまして、今年度はわが国から中国へ専門家を派遣するという予定になっています。植松　PSCに対して何か船社の立場からございませんか？山本　サブスタンダード船排除という目的に向けてのISMコードの導入、あるいはPSCの強化ということは我々としても当然真摯に受け止め、対応しなければいけないと思います。　しかし国による船舶検査というのは最近始まったわけではなくて、地域、国によって内容に違いこそあれ、以前から行われてきたわけです。それを考えますと、やはり現在もPSCに対する考え方や方法に違いがあるのも事実だろうと思っております。せんきょう　平成10年9月号（’）氏　そしてそのためにMOUが組織され、検査方法について各国・各地域間の共通化が図られているのだと思います。　まあ検査を通じてのいろいろな問題というのは、これからもあるでしょうから、検査を受ける側としても問題点があれば、関係者で協議をして、より効果的なPSCにするために協力をしていくべきだと思います。小林　このようにPSCが強化され、それがサブスタンダード船排除につながっていくというのは非常にいい方向に進んでいるものと思います。ただ各国での基準が違って、特に米国とか豪州は非常に厳しいと聞いています。そして検査官の技量も各国によって違いますし、システムも違います。ある寄港国ではPSCから指摘を受けなかった船が、次の寄港国で勧告を受けたというケースも見受けられます。国によって事情が異なり、色々と難しい問題があると思いますが、将来的には同じ基準で検査が受けられるように、統一した基準が必要だと思います。植松　ISMコードは、海運業の中でサブスタンダードな商売を続ける余地を残さないように、運航基準や船舶管理体制を確立するものだと思います。　そういう意味では当協会のメンバー会祉のよせんきょう　平成ユ0年9月号うに健全な社内手続きを持ち、業務の全レベルについて国際的な水準を守る用意のある会社にとってはISMコードが発効しても現在までの仕事のやり方に大きな変化があるものではないと思います。　このようなサブスタンダードな船会社を排除するISMコードやPSCは我々海運関係者にとっては大いに支持し、支援していくべきものであると考えます。　　当協会およびメンバー会社の安2　　全運航の取り組み植松　日本の船会社の現状は、船主であるという割合よりはむしろ用船者である割合が多いのが事実でしょう。そう考えると自社の安全運航の取り組みの他に外国の船に対して自社基準を確立させることは非常に大事だと思いますし、ひいてはそれがサブスタンダード船排除にもつながると思います。　それに関しては、ナビックスラインさんでは、「ナビックスフリート基準」というものを打ち出しておられますね。小林　当社では1995年にISMコードの認定を受け、その後それをさらに当社独自の安全基準に基づきステップアップさせ、1997年に「ナビックスフリート基準」を作成しました。　これはサブスタンダード船対策の一一環として運航船舶の船質基準、運航基準を取りまとめたもので、内容については、船齢は上限を15年とし、船体点検個所、機関性能、堪航性能、航行安全、環境保全等の基準を独自の判断で設け、関係船舶を点検し、必要に応じ、追加的に保守整備をするものです。　また、点検の結果、最終的に基準から外れる船については社船、用船を問わずサブスタンダ讐魍��一ド船とみなし、原則として当社の運航に供さないこととしています。　その他、安全運航の取り組みでは、毎年1回船舶安全キャンペーンというものをやっております。今年の11月で7回目になりますが、約ユヵ月間船舶安全運航強化月間というものを作りましてそれぞれに重点要項を決めて、徹底した安全対策を行って参りました。　もう一つは緊急対応訓練というものがありまして、実際に起こった事故を想定して、事故の際の対処を本船、管理会社と更に荷主、海上保安庁、P＆1、保険会社など関係先にご参加を頂き、一緒になって訓練を行っております，植松　日本郵船さんの場合は、古くから用船の際の検船についていろいろと対策を講じて徹底しておられるようですが、その辺りのお話を聞かせて’頂きたいと思います。山本　先ほど植松さんがおっしゃいましたようにISMコードの導入については、航行の安全というのが目的なわけですが、これまで国際的なルールによる安全性の確保が、国際海上人命安全条約（SOLAS）を中心にしたハードウェアで行われてきた一方、今回工SMコードが導入されたことで、船員の質ですとか、責任の明確化ですとか、いわゆるソフトウェアの部分についての国際的な基準作りが行われたわけです。さらに、船の安全性は、これまでどちらかというと船員あるいは船長の責任として担保されていくというような考え方だったのに対して、それを管理する管理会社、船主の責任も含めたトータルのシステムとして安全性の確保を図らなければいけなくなりました。　ISMコード導入は、今申し上げた2点で非常に画期的なことだろうと考えています。これからは船の安全性の確保、環境保全ということ團勝氏については、そういった考え方をベースに進めていかなければいけない時代に入ってきたんだろうと思います。　そこで当社の安全推進活動も、そういったところに基本的な立場を置いてやっていこうということで進めています。　とにかく事故を未然に防止する対策を立てるために、そして万が一一事故が起こった場合に、適切に対処できるようにするためにもISMコード的な考え方がベースにないと、今後の安全運航は確保されていかないでしょう。　いま当社では、事故の予知・予防というような観点で何ができるのか、というようなことを安全運航の柱の一つにしています。　先ほど申し上げたように船ばかりでなく、それを管理する陸上サイドも含めた現状の把握、そこから問題点を掴んで、必要な対策を立てていくために、工SMコードの考え方に則った船舶の安全運航にかかわる当社の規格として「NYK　NAV　9000」を作成し、それを各船およびそれを管理する船主、管理会社に示して、それに基づいて検船を実施していくことにしています。　検船をした結果について問題点があれば、船及びそれを管理する管理会社、船主に改善を申せんきょう　平成10年9月号（〔）．し入れていく、ということです。実際に運航している船は、いわゆる社船、仕組船隊というような所有船だけではなくて、多くが単純用船ですが、ISMコードの考え方からすると、その安全性の確保ということは、船を管理する会社に対して、しっかりやりなさいということになるわけです。　我々は、船主、管理会社のパフォーマンスについては当然、貨物を輸送する立場としての責任を持っていることになります。しかし仕組船隊と違い、単純用船についてはなかなか船主、管理会社のやり方の中身にまで関与していくことについては難しい面があるわけです。　いま申し上げたようなNYKとして船を運航する立場としての安全基準というものがあれば、それを単純用船の船主、管理会社に示して、それに基づいて運航をやっていただき、あわせて、それに基づいた我々としてのチェックも実施していくという考え方でやっていこうということで、これがこれからの安全運航対策の柱になってくるだろう、と考えています。植松　このように各社いろいろ努力をされているわけですが、当協会としましては海運会社をサポートするという立場ですので、政府やIMOなどの方針づくりに業界の立場から積極的に提案して参りました。　具体的な例でいうと、昨年の東京湾での事’故を受け、昨年12月初めに「安全航行の実施指針」というのを出しまして適性な要員配置と職務の確認などについて提案を致しました。　そして、今年これまで2回に亘り、海上保安庁などのご参加を得まして、東京湾での乗船検証を行いました。　今後とも協会としての立場から積極的に安全運航の推進に取り組んでいきたいと思います。せんきょう　平成10年9月号3　安全運航確保と荷主の立場植松　石油業界さんは古くから安全運航には非常に気を使っていらっしゃる業界と理解しておりますが、まずその辺のお考えとか、ご事情などをお話しいただければありがたいと思います。河野　荷主の立場としましても安全運航の確保ということは言うまでもなく最重要課題でして、本日はその観点からサブスタンダード船の排除ということについて、我々が日ごろ用船する場合にどのような手続きを取っているかということをご説明したいと思います。　まず、私ども石油会社が加盟している石油会社国際海事評議会（OCIMF）、ではサイアーシステム（SIRE）という、シップインスペクション・レポート・システムを実施しています。これはメジャー等の石油会社による工船データベースを集積して、共有するという制度です。私共、日石グループの場合は東京タンカーがスポット用船を実施する際に、まずこのOCIMFのSIREを用いて候補船の検船レポートを入手し、このレポートと日石グループで過去に用船した船についての検船報告、自ら収集している情報等を合わせて分析し、当該船が日石グループにとって本当に安全な船か否かの評価を実施しています。　また、このレポートとそれについての分析は岡時に全国の基地、精油所にも送付されて、受入側における安全管理の向上にも有効利用しております。我々のグループは全国の基地、製油所に東京タンカーの船長、機関長等の職員20名を港務班として派遣していまして、荷役の安全管理に加えて船のチェックもそこで実施しております。�亜~��駁．　　河野廉氏　このようにして当社ではスポット用船の際にサブスタンダード船を絶対に取らないように厳しくチェックする体制を取っております。　一言ここで老齢船についてコメントしておきたいのですが、老齢船は15歳を過ぎたら一般的にはすぐサブスタンダード船のように言われるわけですけれども、老齢船というのは必ずしもサブスタンダード船ではありません。要は、メンテナンス次第であって、老齢であっても安全な運航というのは可能であると考え．ております。　我々のグループの日精丸という48万トンの船は、1975年の建造で船齢23年になりますが、十分なメンテナンスを実施しており、安全運航という点でも何ら問題のない船でございます。　従いまして、老齢船イコールサブスタンダード船ではないということも是非ご理解頂きたいのです。　以上が、サブスタンダード船を排除するという観点から、我々がスポット用船をするに当たって取っている手続きです。植松　インスペクションの情報を集積されているということですが、インスペクションについては何かOCIMF独自の、あるいは統一的な基準とかマニュアルとか、そういうものが何かあるわけでしょうか。河野　OCIMFが独自に作成したチェックリストがあります。それに基づいてチェックした結果がOCIMFに報告され、データベースに加えられていきます。東京タンカーも支配船下の検船に当たってこのチェックリストを準用しています。植松　そういう情報が集積されて、OCIMFのメンバー間で情報交換するということですね。河野　そうですね。：i．E確に言えば、　OCIMFのメンバーがSIREシステムを利用して用船しようとする船のデータを入手する、ということになります。植松　船会社のほうもスポット用船される場合はこういうことは当然と思って自然にインスペクションを受けているわけですが、特に船会社のほうとのフリクションはないわけですね。河野　そうですね。インスペクションに合格しなければ、用船してもらえないわけですから。聞くところによると、OCIMFは検船データが報告された段階で、そのデータを船主に送り、船主としてのコメントを求めているという事です。植松　この辺は、船会社の立場から見てどのようにお考えでしょうか。小林　我々は選ばれるほうの立場ですので、その基準に見合うような船を常に用意できるよう口頃から心懸けております。　しかし、それだけの基準を維持していくには相当のコストがかかるということもご理解頂きたいと思います。河野　安全のためのコスト負担ということですが、荷主の立場からしますと、安全運航確保というのは、輸送主体である船主あるいは船会社さんが当然果たすべき義務だと考えておりまして、そこに生じるコストというのは第一義的には当然船会社さんが負担すべきものと考えていせんきょう　平成10年9月号ます。ただスポット船でも、モダン船はレートが高いわけで、結果として荷主もコストの一部を負担しているということにはなりますが……。石油産業も安全対策あるいは環境問題に対して多額の設備投資を実施していますが、その分のコストを製品価格に転嫁することは非常に難しく、ほとんど出来ていないというのが現状です。ですから、そういう意味でも安全運航確保というのは、主体である船会社さんに努力して頂きたいということです。植松　お金がかかるということですね。確かに去年から欧州のEU当局のクオリティーシッビング・キャンペーンを．見ていますと、きちんと基準をクリアしている優良船主はそれに見合うだけの報いを受けるべきであるということを言っているんですね。公的なキャンペーンの中にそういうことが入っているというのは非常に面白いなと思いますが、実際にそうでもしないとこのクオリティーシッビングというのは進まないのかもしれませんね。　それからOECD海運委員会で現在検討中のサブスタンダード・シッビング排除策の案文とか、新聞記事などを読んでいますと、OCIMFの本部のほうではこういうデータをせっかく蓄積しているんだからポートステート・コントロールでも使って欲しいというような要望もあるようですが、これに関しては官のお立場ではどのようにお考えでしょうか。市川　OCIMFの検船情報を使ってほしいという申し入れば、王MOベース、あるいは東京MOUベースでも聞いていますけれども。どちらかというと、OCIMFのメンバー会社が川船した船については、PSCはしてくれるなということなんじゃないかなと思っておりまして　（笑〉…ちょっとご趣旨が違うなと。我々はタせんきょう　平成10年9月号一ゲティングしている国もありますし、してない国もありますが、やはり入港している船があって総体的に比較して、例えば、船齢が高いとか、タンカーのように万が一のときには環境に重大な影響を与えるとか、または過去のPSCで重大な欠陥があったという経歴を持っているとか、そういった船を優先的にピックアップしていくようになっていますので、必ずしもそういうデータがあったとしても、それをもってPSCはしなくてもいいだろうということにはならないと思います。有効的に使えるものであれば使っていきたいとは思うのですが、評価の信用性も検証しなければなりません。　船舶の安全というのは第一議的にやはり旗国政府が担保している問題ですから、原則的には我々旗国政府がやった検査、あるいは発行した証書に対してPSCを行うというのが原則です。山本　当社は、昨年のダイヤモンドグレース号の事故により、石油会社さんを初めとして、関係者および世問全般に大変なご迷惑をおかけしました。　やはりタンカーというのは事故を起こせば重大な影響を及ぼすわけで、当然、石油会社さんのほうも非常に厳しい基準を持って船を選定されている。　当社の場合、先ほど申し上げたような当社独自の安全規格に基づいて、チェックリストというのをつくっているわけですが、これにはOC−IMFの検船チェックリストも随分活用させて頂いています。4葺藷藤善讐と船主植松　前原さん、船舶の安全についてはいろいろな角度からお役目のあるところかと思います剛轡（謝��前原太志氏が、まず最初にその辺りをお伺いします。前原　国内的な動きと国際的な動きの2つがあると思いますが、私どもが取り組んでおります事故防止、いわゆるサブスタンダード船の排除も含めてどういつだ活動をしているかちょっと簡単にお話ししたいと思います。　私どもは相互組合ですので、お互いに皆さんがお金を出し合って、不幸にして事故が起こった場合に保険料という形でプールしたお金を充当するという組織ですから、事故がないに越したことはないわけですね。　従って、お互いに事故を起こさない方法をどうしたらいいのかということが一番問題でして、そのためには水先人会に事故防止のお願いをしたり、事故を起こした組合員に再発防止をお願いしたり、いろいろな情報を集めて船社さんに提供したり、あるいは私どもは各船の船長にお願いして、独自のチェックリストに基づく船のチェックを実施して頂く等の活動を行っていますが、これらは当たり前のことだろうと思います。　国際的な活動では、コンディションサーベイ制度というのがあります。これは1987年くらいから1990年にかけて、非常に事故が増えました。そのためにそれまでの船級協会等の検査では不囮十分ということで、事故の防止を目的に独自で船の検船を実施する制度について国際グループ問で取り決めまして、199工年の2月20日、これは保険年度が開始される日ですけれども、この年から各クラブとも、ルールの中にコンディションサーベイというものを取り入れると同時に、独自のサーベイフォームに基づいて各クラブが独自にチェックを始めたんですね。　そのやり方というのはほとんどクラブによって変わらないと思いますが、チェック項目は各クラブによって違います。最近は、各クラブでそれぞれのフォームを出し合って、できるだけ統一したほうがいいのではないかなという動きもありますが、まだ統一的なフォームはございません。　私どものコンディションサーベイは、1991年2月20日から今年の8月10日まで約7年半の実績があるんですけれども、年に大体7Q隻ぐらい、いままで合計520隻に対して実施しました。そして勧告が全く要らなかったという船は約3割で、残りの7割ぐらいは何らかの勧告（リコメンデーション）をしたという結果が出ています。勧告で一番多いのは、ハッチコーミングの状態に関するもので、次いで船倉だとかタンク内の欠陥です。あと繋船装置、荷役装置、それから海図の不備とか非常用設備が続きます。それから、数年前から船内のコミュニケーションの状況とかオフィサーの英語力のチェックも取り入れました。それは、入港に際しての港務通信が聞き取れないとどうしようもないだろうということや、今では混乗が常態となっていますので、共通語と思われる英語・ができないとコミュニケーションがうまく行かない、ひいては船の安全運航ができないということがありますので、英語力は絶対に要るだろうということで、英語力（（．せんぎょう　平成10年9月号〉．）のチェックを各オフィサーに対して実施するようにしています。　それからコンディションサーベイの中に、ISMコードに適合しているかどうかというチェック項目を最近入れました。　そういう形で実施していますが、私どもは検査するといっても費用の問題もありますし、それから相互組合ですから、組合員さんにPSCのように船を止めてまで改善してくれというようなことまでは言いにくいところがあります。要するに、コンディションサーベイそのものに限度があることは確かですね。　ただ、こういつた形で実施していれば、少しずつ基準以下の船は排除できるといいますか、そういう方向になるだろうと考えております。　しかし今後、PSCが活動を強化して参りますと、二重三重のチェックが要るのかという問題が生じますね。植松　新聞情報ですと、P＆1インタナショナル・グループではISMコード適合というのを、保険加入の条件とするということで合意したというニュースがございましたが、その辺はまだそういうふうにはなっていないのでしょうか。前原　船の状態を良好に維持してもらう方法として、先程申しましたコンディションサーベイのようなやり方と、もう一つはクラブのルールで組合員さんに改善をお願いする、あるいは、改善ができない場合については、ペナルティーがありますよというのをクラブルールで定める方法があります。　その中に、最近ISMコードに関する条項も新設しました。クラブルールの中にISMコードをどういう形で取り込むかについては、いろいろ論議がありましたが、ジャパンP＆1としては、あまり厳しい、例えば、ISMコードに適せんきょう　平成10年9月号合してない場合は、加入を拒否するとか、加入をしている契約を解除するといったところまではやっておりませんで、ISMコードに適合していないことによって事故が起こった場合については保険のてん山上不利がありますよ、という程度にとどめています。　いまのは国内での動きですけれども、国際的な動きに目を転じますと、今世界中には、グループを形成している14のP＆1クラブとその他に数クラブがあり、これらで世界の商船の殆どをカバーしています。　国際P＆1グループに加盟している14のクラブでは、いろいろな取り決めをしているわけですが、その中の委員会の一つにサブスタンダードシップ・コミッティーというものがあります。名前が良くないということで、今ではシップテクニカル・コミッティーという名前にかわりましたが、そこではサブスタンダード船をいかにして排除していくかが重要なテーマとして取り組まれ、その委員会がいまだにずっと続いています。　その中では、コンディションサーベイの他に、船級協会といろいろな連携をしたり、あるいはハッチカバーは水漏れが非常に多いので、水密テストの一つの方法として超音波を使ったらどうかというアイデアを出したり、トレーニングのビデオを作って各船社に配るというようなことを行っています。要するに、サブスタンダード船をいかにして一定基準まで持ち上げるか、あるいは、排除していくかということをずっとやってきているわけです。　それから話は変わりますが、ISMコードについて、クラブカバーの問題が1つあるんですね。工SMコードが発効したらどういう問題が生じるかというのは、弁護士が随分あちこちで圃轡勝��講演をやりましたのでお聞きになった方もいらっしゃるかと思います。P＆1クラブは免責事由の一．つに船主自身の故意を挙げています。これはどういうことかと言いますと、事故の原因が会社幹部の故意による場合は保険金は支払わないという意味です。例えば外板が’衰耗していることを知りながら放置しておいた為に浸水事故が起こったような場合です。ISMコードが発効しますと船に存在する欠陥はすべて会社の要人も把握しているという制度ですから、知りながら放．置しておいたとなると、船主自身の故意とみなされ、保険てん補が受けられない危険性が以前より増したということになります。それから、ご存じのとおり船主責任制限法というのが海事ではございますね。事故を起こして第三者に損害を与えたら、その実損を賠償するのが基本ですけれども、船の場合に限り、トン数に応じ一定の金額を払ったら、それで責任は免れるという独特な制度があるんです。しかしその責任制限が認められるかどうかという場合に、事故原因がその船主自身の故意かどうかということが問題となります。ISMコードが発効しますと先程のP＆1保険てん補事由の場合と1司様、責任制限が認められない可能性が高くなり、幅下億でも、実損の賠償をせざるを得ないということになるのではないかということを、海事の弁護士が指摘しています。植松P＆1さんは14社と数が限られている上に、インターナショナル・グループというのもありますから、数が多く分散化した一般の保険業界とは違ってサブスタンダード船排除という面でも重要なお役目を今後ともお引き受けになる立場ではないかと思いますが。前原　そうなるだろうと思います。理由としてはP＆1クラブが大同団結して統一的に事に当れることの効果が大きいと思いますが、その他に船の堪航性に対するアプローチがP＆1クラブの方が積極的だからということが考えられます。即ち、損保の船舶保険約款では、不堪航が原因で生じた損害はてん補しないとだけ規定しているのに対し、P＆エクラブの場合は堪航性の確保を加入条件とするなど、積極的に規則化している点が挙げられます。植松　船会社のほうから何かありますか。山本　いつも大変お世話になっています。（笑）我々とP＆1さんとは一心同体ということではないかと思いますし、クラブのメンバーとして多数の船社を扱っていらっしゃるので、安全に関わる情報を豊富にお持ちになっているんじゃないかなと思います。　そういった豊富な船舶の安全に係る情報の共有化といいますか、一心同体であるがゆえに、一緒になって船の安全性をより高めていくようなことというのができる部分というのは相当あるんではないかという感じもしています。　なかなか個々のメンバー会社の、事故だとかトラブルの情報を開示できないことは当然、立場上わかりますが、一般化できるような情報も多々あるのではないかと思っています。そういったことがあれば、我々としても事故防止に大いに活用できると思いますので、こうした点についても一・緒になってやっていけたらと思っています。前原　一番いいのは、実際に起こった事故を取り上げて、事故原因は何だったのか、処理上どういつだ点に問題が生じたのか等を、皆さんに公表することでしょうが、事故当事者にすれば自分の落度を根堀り葉摺り暴かれることになるので、公表することの同意を得ることが難しく、このため折角の教材を共有することができないせんきょう　平成10年9月号（のが現実です。　まあ、さっきおっしゃったように全てではなくても別の方法でいろいろできる部分というのはあるだろうと思いますので、私どもが持っている情報について船主さんと意見交換したりする機会がもっと増えたらいいんじゃないかなという気はしますね。小林　やはり自分が起こした事故は、他の人に知られたりしたくないというのは当然わかりますが、実際の事故例を持って、それを今後のケース・スタディに、再発防止に役立てるというのは非常にわかりやすいし、有効だと思いますので、今後その辺はちょっとご検討頂きたいと思います。前原　わかりました。伝えておきます。5与ブスタンダード船排除1こ向け橿松　それでは、そろそろまとめに入りたいと思います。　安全確保とか、環境保全の第一の責任者は船主であるということは変わらないけれども、海上輸送に関わる諸業種すべての認識と．協力も必要だという考え方がEU当局を中心として、欧州方面で強まっているいうのは最近のユつ動きだなと。OECD海運委員会には「船主以外の海運市場諸プレーヤーを巻き込んでサブスタンダード・シッビングを排除するために考えられる諸方策」という、金融、保険、P＆1、船級協会、荷主などに期待される行動を列挙するペーパーが提出され、目下検討されています。さらにはそういう動きを受けて、欧州荷主協会はバルク船の用船に先立って用船者が船主に確認し、保証させる諸項目の質問書フォームを「最善実行の自主コード（Voluntary　Code　Gf　Best　Prac一せんきょう　平成10年9月号植松英明tice）」と名づけて提案し、　EU当局や欧州諸国の政府がそれへの支持を表明していることを見ても、この辺の動きというのは今後ますます強まってくるのではないかなと思われるわけでが、そういうことも含めて皆様よろしくお願いいたします。市川　まずサブスタンダード船を排除するという究極の方法というのは旗国がしっかりその責務を果たすことだと思います。残念ながら、・一部の旗国はその責務を満足に果たしていないというのが事実でして、IMOでもこの議論はここ数年来ずっとしております。　先ほど申し上げたパリMOU、東京MOUの合同閑僚会議の閣僚宣言にもこの問題は取り上げられておりまして、将来に向けて旗国に対して包括的かつ強制的な要件を課せないかということを検討しましょう、ということが盛り込まれています。　IMOでも、そういった背景もございまして、まずは旗国に自分がどういうパフォーマンスをやっているのか、ということを自己評価してもらおうということをいま検討しています。　その自己評価のための書式というのをいま作っておりまして、出来た後どうやって使うかを検討していこうというのがいまの段階です。で圃轡魍��すから、サブスタンダード船の排除はいろいろな方に協力していただいて行っているわけですけれども、本来ならば旗国がしっかりしなければならないと思うわけです。　それからちょっと話が出ておりました寄港国ごとに若干PSCのやり方とか、判断基準が違うというのは事実です。　その理由の1つには、PSCに対する取り組みの背景が歴史的に違うというのがあります。特に先進国と発展途上国の問で見られる、単に技術的な能力の問題というのもありますが、その他に国内法というのがありまして、領海内にある船舶に対しては国内法を課しうるということがあります。そうすると、やり方がどうしても違ってくるということになります。東京MOUというのは、PSCの乎続きの調和を図りましょうということなんですが、各国のやり方まで決めましょうというわけではなくて、まずはPSCをやってどういうふうに欠陥を指摘してレポートをするかその方法を続一・しましよう、それから、PSCをやった結果については電子情報で加盟国との間で共有していきましょう、そして、一国でPSCをやった後上の国に行って修理するとかいう場合には、決められた書式で通報して、その国でまたPSCに服すというような可能性を追求しましょう。そういった手続きの調和を図るのが目的でして、各国のやり方は全部統一・してしまおうというのは目的にしていません。　したがって、最低限条約の解釈等の大本のところは合わせなければいけませんが、今後とも若干各国ごとにPSCの方向なり、一部の判断基準が違うというのが出てきても、それはやむを得ないと思われますし、それを、許容していただきたいと．思います。前原　ジャパンP＆1独自の問題かも知れませんが、私どもは保険料および保険金から見て、約4割が内航船なのです。　ご承知の通り、今のところ内航船はISMコードも適用されず、コンディションサーベイの対象にもしておりません。　これには種々の理由が考えられますが、一口に言えば対象とすべき環境が整っていないからです。しかしながらわが国の場合は、サブスタンダード船排除を考える場合、内航船の問題は避けて通れず、いずれ早晩着手されなければならないと考えます。河野　最後に荷主としてというより、日石グループの東京タンカーの代弁になりますが、P＆1さんにお願いがあります。　サブスタンダード船を運航しているような会社はクラブへの入会を拒否して頂き、クラブのメンバーにそのような船を運航している会社がありましたらその会社にやめてもらうように努力して頂きたいということです。特に、ナホトカ号のようなひどい船を運航しているような会社については厳しく審査して頂きたいと思います。小林　船の安全運航については、いままで船社各社がそれぞれ独自の基準でやってきましたが、このようにサブスタンダード船排除の問題がOECD海運委員会の場で議論されたり、又、先程ご紹介のあった欧州荷主協会が独自の提案を出してきたり、この問題が世界的な1つのテーマとして盛り上がりを見せてきたことは、良質な船を提供する日本の船会社にとってもプラス面で働くものと考えています。日本船主協会としても出来るだけ前向きにサポートして．頂ければと思います。　繰り返しになりますが、安全運航はあくまでせんきょう　平成10年9月号（．ヒ“も我々県社の責任であると肝に銘じて船の保守・保船にあたっております。　サブスタンダード船排除の動きが浸透していくと、世界のマーケットには質の高い船だけが残ることとなり、結果として船を維持管理するコストも適正に評価された運賃水準になっていくものと期待しています。山本　工SMコードもそうですし、それに伴うポートステート・コントロールの強化というのも、国際的なルールづくりによって、安全運航を確保して、ひいては、サブスタンダード船の排除をしていこうということだと思いますが、ただ国際的なルールづくりと、ポートステート・コントロール強化というようなことだけでは当然限界があると思います。　例えば、停泊中の極めて限られた時間でのPSCで、どこまでソフトウェアを含めた安全に係わる諸々のポイントについて実効あるチェックが可能なのかという問題があります。　また国際規則に基づく証書を取得しているだけで安全性がすべて担保された訳ではないことは、例えばナホトカ号の事故を引き合いに出すまでもなく当然のことでしょう。やはり最終的には船主あるいは管理会社の安全についての認識の問題というところに帰着するのではないかと思うし、それを前提にした船主・管理会社の自主的な努力といいますか、改善の努力といいますか、そういうことがきちんとしていない限り、船の安全性というのは確保されないんだろうと思います。　当然、それには先程もお話に出たような、安全に向けての諸々の自助努力の中にコストがかかるということだろうと思います。　したがって、船主、管理会社の努力といいますか、当然していかなきゃいけない努力というせんきょう　平成10年9月号ことを正当に評価する仕組みみたいなものが出来町っていかないと、最終的なサブスタンダード船の排除につながっていかない。安全ということの担保につながらないんじゃないかと思います。　以前、ヨーロッパでダブルハル・タンカーに対して入港料を減免するというグリーンアワードという制度を導入したケースもありますが、一生懸命に努力している会社もあるわけですから、国の施策としてもそういったものをどう評価していくかというようなことがもしできるのであればやっていただけたらと思います。　それからP＆1さんのほうにも、メンバーあっての保険の仕組みでもあるわけですが、安全対策については最終的に船主、管理会社の努力によると思うわけで、それに対する正当な評価という意味で、本当に悪質なメンバーというのは排除していくようなことも業界としてやっていただきたいと思います。　最後に、荷主さんに対しても、部立の安全に対する努力について正しい理解と評価を望みたいと思います。　既にメーカーの世界では導入が進んでいる品質保証という考え方が、貨物輸送サービスの分野にも及んできています。王SMコードは船舶管理の分野におけるISO　gOOO規格ともいえるわけですが、さらには荷主に対するサービスの品質保証という仕組みが両者のニーズとして普遍化してくることも考えられると思います。安全輸送について、荷主として船社に何を求めるか、それに応える船舶を荷主はどう評価するのか、サブスタンダード船排除の仕組みと同時に優良船主を評価する仕組みづくりも今後のテーマだと思います。植松　本日はありがとうございました。岡　ス運一海ユ　ニ平成11年度海運関係予算概算要求について平成11年度海運関係予算概算要求について　運輸省をはじめとする各省庁は、平成ユO年8月末に平成ll年度予算概算要求事項を決定し、大蔵省に対して要求を行い、折衝を開始した。　概算要求事項のうち、海運関係事項の概要は以下のとおりである。1．外航海運対策の推進（運輸省）（D　若年船員養成プロジェクト（国際船舶職　員緊急養成事業費補助）　　　国際船舶への船長・機関長の2名配乗体　制の導入を円滑に実施し、国際船舶制度を　　推進するための若年船員の早期養成・確保　　を図るため、シミュレータ等を活用した座　　学研修や乗船実習など8，800万円を要求し　　ている。　（21国際船舶制度推進事業費補助　　　国際船舶制度を円滑に実施、拡充してい　　くための推進事業費補助として400万円を　　要求している。　（3＞財政投融資（日本開発銀行融資）　　　海運事業者が貿易物資の安定輸送のために投資する外航船舶（昨年度からの継続分5隻に230億rLl、新規建造は4隻分を見込み120億円）、海運関連施設を融資対象とした貿易物資安定供給枠として368億円を要求している。　また、外航船舶に適用されている融資条件は現行通り、開銀特別金利�Dとし、LNG船、超省力化船かつ基幹輸入物資輸送船が60％、その他が50％となっている。2．運輸施設整備事業団〔運輸省）　運輸施設整備事業団は、内航海運の体質改善、国内旅客船の整備等の事業を推進するため、海運事業者と共同して、船舶の建造を行うこととしており、平成ll年度においては、船舶関係についてその事業規模を768億円（前年度比：21億円増）とし、このうち自己資金303億円を除く465億円を財政投融資として要求している。　その内容としては、内航海運の体質改善を図るため、近代的経済船の建造、内航貨物船の改造などを促進することとし、代替建造12万％、囮せんぎょう　平成10年9月号総額で623億円、国内旅客船の整備を目的として、152億円を要求している。　このほか、既存の共有船から物流効率化に資するモーダルシフト船への代替建造を促進するための早期償還に必要な補助金としてIO億円を要求している。3．船員対策関係（運輸省／厚生省）（D　運輸省関係（一般会計〉　　　離職船員の雇用促進を図るため、職業転　換等給付金の支給、技能訓練事業等を実施　　するとともに、貿易物資の安定輸送体制の　　整備を図るため、外航海運の国際競争力の　　強化等に向けた国際船舶制度の拡充等を行　　うこととしている。　　　具体的には、日本船員福利雇用促進セン　　ター（SECOJ：Seamen’s　Employment　Cen−　　ter　of　Japan）が行う船員雇用促進対策事　　業への補助金として、外国船就職奨励助成、　　内航転換奨励助成、技能訓練助成、船員職　　域拡大訓練助成、内航職域拡大訓練助成、　　離職高齢船員活用対策助成のほか、若年船　員養成プロジェクトとしての8，800万円を　含め合計7億3，900万円（前年度比：4億　2，600万円増）を要求している。　　なお、本四架橋開通等に伴う旅客船事業　からの離職者数が大幅に増加することが想　定されていることから、職業転換等給付金　については5億9，600万円（前年度比：4　億2，500万円増）を要求している。（2＞厚生省関係（船員保険特別会計〉　　雇用船員を対象とする対策として、船舶せんきょう　平成10年9月号職員養成訓練等技能訓練事業費9，984万円、外国船船員派遣助成金および訓練派遣助成金等雇用安定事業費4億3，874万円を含む総額6億8，299万円（前年度比：439万円減）を要求している。4．開発途上国船員養成への協力（運輸省）　政府開発援助（ODA）の一環として、外航船社の協力を得て行う開発途上国船員研修受け入れ事業に対する補助金として7，200万円（前年度比：800万口減）を要求している。　この事業は海事国際協力センター（MICC：The　Maritime　International　Cooperation　Cen−ter　of　Japan）が、外航船社の．協力を得て、従来どおりフィリピン、インドネシア、ベトナム等の船員67名（前年度比：3名減）を受け入れることとしている。5．その他（運輸省）　国内海運を利用したモーダルシフト推進を図るため、物流の効率化・合理化、コスト低減のための調査費として1，600万円を要求している。岡一一一一一蜊g一一一一．．船舶搭載機器の2000年問題　　　　　　　　　　　　く前編》　財団法人　日本海事協会2000年問題プロジェクトチーム　現在我々の日常生活の様々なところにコンピュータシステムが導入されています。例えば家庭電化製品のほとんどにコンピュータが取り入れられていることでもわかるように、もはやコンピュータな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（しでは私たちの現代生活は成り立たないといっても過言ではないと思います。　ところが21世紀を目前に控えた今、西暦2000年になるとコンピュータが誤作動を起こすといういわゆる「コンピューター西暦2000年問題」が世界的に懸念され、トラブルを未然に防ぐため、様々な対策が講じられています。　もちろん海運の世界にもあらゆるところにコンピューターが導入されています。　海運界でもこの「西暦2000年問題」について、関係各方面で対応が急がれていますが、当協会では、この問題を船舶の安全運航に係わる問題として据え、2000年問題プロジェクトチームを編成し、対応しているところですので、その概要について以下のとおり報告します。1．コンピュータの2000年問題　コンピュータの200Q年問題とは、西暦年を下2桁のみでプログラムされたコンピュータシステムが、下2桁の”00”や’‘99”を実際の年度とは異なる判定をする場合があり、下表に示すように単純な異常から、この日付誤認に起因する重大な故障にいたるまでのさまざまな事態が引き起こされる可能性をさします。　例えば、2000年に入った瞬間に、船舶が航行異常が発生する可能性のある日異常が発生する可能性のある日1999年1月1日1999年9月9日2000年1月1日2000年2月29日又は2000年12月31日原因西暦年の下2桁辱99”をプログラムの終了と判断西暦年の下2桁←LOO『を1900と判断1900年が閏年ではないために2000年も閏年ではないと判断を停．止し、または進路を誤る、機器が停止し、または誤作動する、あるいは記録装置が停止する、などの異常が発生するといわれています。　この問題の原因は、効率よくプログラムするために、西暦年を下2桁でインプットしたことに端を発しています。従って、この問題を解決するためには、事前にシステムの総点検を行い、異常を起こす可能性があるシステムについて、そのプログラムを書き替えるかまたはマイクロチップを交換する等の措．置が必要です。　不測の事態を事前に回避するために、製造者または専門家の協力のもとに、船舶に設備されている全てのシステム・機器類が2000年問題に適応したものであるかどうかを速やかに調査し、必要な対策を講じるよう推奨したします。　コンピュータの2000年間．題およびGPS問題（下記2参照）が発生する可能性のあるシステせんぎょう　平成10年9月号ム、機器等について、適切な解決策を提示できるのは、当該システム、機器等の製造者に限られます。そして、この2000年問題は、当会の技術規則では捕捉されていない問題のため、利用者が製造者の．協力を得て対処すべき問題であると認識しております。　2000年問題が原因で、万一システムが故障した場合に派生する膨大な費用ならびに損害保険請求や法定費用におよぼす影響を考慮しますと、事前に対策を講じるという、未知の混乱に対する予防措置は、船舶運航者にとって十分に価値があるものと思われます。未だに関係者から具体的な対策が提示されたとは言い難い状況です。このため当会は、「2000年問題プロジェクトチーム」を設置しコンピュータのハードやソフトにより引き起こされる問題点およびその対策を調査し、可能な限りの情報を公開し、海運界の混乱を最小限におさえるために、次の情報を順次公開してゆく予定です。　〔1）製造者から収集した機種別、型番別の機　　器の問題点と対応策　（2＞船舶運航者への「2000年問題」に対応す　　るための指針（例）　〔3）その他、問題解決に有効と思われる情報2．GPS問題　Global　Posltioning　System（GPS）の一部には、1999年8月に異常が起こる場合があると指摘されています。これは、GPSに組み込まれた時計が、1980年1月6日から起算して1024週に達した時点（1999年8月21日深夜）で、自動的に、起算日にリセットされることにより発生するものです。GPSは多様の機種が世界的に普及していますが、使用部品が共通であるため、当該GPSの製造者を問わず多くの機種にこのような異常が発生するものと予想されています。必要な対策を講じていない場合には、早急に製造者と相談されるよう推奨いたします。以下、GPS問題を含めてコンピュータの2000年問題と呼びます。3，当会の対応　西暦2000年になると船舶の設備に組み込まれたコンピュータの一部が誤動作を起こし、船舶の安全運航に危険をおよぼしたり、海洋汚染などに発展する恐れが懸念されます。この問題を巡っては、各国政府、船級協会、関係機関から世界の海事関係者に注意が喚起されていますが、4．　「コンピュータの2000年問題に関するアン　ケート」の実施　西暦2000年1月ユ日まで480日をきり、コンピュ．黹^の2000年問題およびGPS問題への対策を必要とする機器を特定する作業を行っていない場合は、早急に開始する必要があります。船舶に搭載されている装置の大半に、コンピュータを内蔵した電子・電気機器が組み込まれています。これらの装置の制御・表示・警報用に組み込まれたコンピュータやチップは、1隻の船舶にどのくらいあり、どのような種類のものかを特定することは膨大な作業となります。　この2000年問題を船．．ヒで解決するためには、次のような手順が必要となります。　�@コンピュータあるいはチップが組み込ま　　れている装置や機器を特定　�Aそのコンピュータあるいはチップが日付　　や年月のデータを扱っているか否かの調査　�B日付や年月を扱っているハードやソフト　　が2000年問題をひき起こすか否かテストデ　　ータで確認　�Cもし、問題が発生すると予測された場合　　には、適切な対策を実施し、その対策が確せんきょう　平成10年9月号　　実に行われたことの確認　実際にこのような作業を実施することを想定しますと、本船に配備されている機器をリストアップし、各機器メーカに2000年問題が発生するか、発生するとすれば、その対策はどのようにするかを、逐一問い合わせすることになり、大変な時間と労力の投入が必要となります。　これらの作業をできる限り軽減させるため、船舶運航者に役立つ情報を提供できるよう、関連メーカに対して本問題に関するアンケート調査を行いました。　この調査では、予想される不具合点とその原因、本船への影響とその対応策についての情報を収集し、さらに関係者への情報公開の可否について調査することを主目的とし、舶用機器メーカ211社を対象に行いました。8月末現在におけるアンケートの回収状況は、52メーカー、382品目です。その調査結果によると一部ではありますが、GPS受信機、機関監視装置、　GMDSS設備などに問題が発生することが判明しました。船上の装置に関して2000年問題を速やかに調査・検討する必要性が認められました。このアンケート調査結果を当会のホームページ（http：／／www，　classnk，　or．j　p）の“Year　2000Problem”カラムにて提供しておりますのでご利用願います。この情報公開は、今後回収されるアンケートをもとにアップデートしながら2000年目で継続いたします。　当会が本問題に取り組む上で調査した関係官庁、関連機関、コンピュータ関連企業などが提供しているホームページのうち、有用な情報と思われるホームページのWeb　Site　Adderssを皆様方のご参考までに、アンケート調査結果と共に当会のホームページに掲載しております。　（表1参照）　平成10年8月31日現在（回収率は約25％）のアンケート回答状況は、下記の通りです。　調査はできる限り広範囲に行いましたが、すべてを網羅したものではありません。各装置における不具合及び影響についての判断は、それ1，アンケートの回答数2．主な不具合についての回答（）内の数字は，回答のあった機器／機種の数を示す。2000年を1900年として処理してしまう2000年目閏年処理がされない日付不連続となるGPSカレンダーがリセットされ日付時間がくるうその他（内容記載）総合航海システム〔Dデータロガーlll、液面計澱装間1）GPS〔2）、インマルサット〔DGPS〔1）（200D年以降電源on／offすると日付がくるう）3．問題発生の原因についての回答内蔵ソフト総合航海システムゆ、GPS〔4｝マ　シ　ン　語データーロガーω、液面計測装置〔DO　　　　　Sチップ、CPUそ　　の　　他4．影響の程度についての回答船舶の運航・安全に影響機能停止総合航海システム〔1）正確に機能せず日付、時刻の異常のみでｧ御・監視には支障無しデーターロガー〔D、液面計測装置k、｝、インマルサット〔1｝、GPS〔3〕そ　の　他外部の接続機器に影響を^えるせんきょう　平成1e年9月号（）．｝5．対応策について回答それのメーカーの見解を転載しているものであり、なかには情報公開の許可が得られないものもあります。情報の詳細な内容あるいは公開し得ない情報についてのご質問がある場合には、直接メーカーにお問い合わせ願いたく、メーカーの住所、電話・FAX番号もホームページに掲載しております。　なお、本件についての弊会内のお問い合わせ先は次の通りです。側）日本海事協会2000年問題プロジェクトチーム（材料礒装部：角田、村上　Tel：03−5226−2020Fax：03−26−2091）表1　2000年半間題関連ホームページ　一覧表（一部）題名i通商産業省　コンピュータ西暦2000年間題の対応■http二〃www．miU．go．jp〆topic．」／e2000nel．htrn1通商産業面　情報関連・報道発表資料一覧−−■冒■．．一一・」」．一．http：／／wwwmiti．gojp／press−j／informadon／v・nlenu−j．html．■一一一P第2回コンピュータ西暦2000年問題関係省庁連絡会議の開催についてhttp：〃www、miti．gojp／press−j／informat三〇n／v80414bLhtml．一一幽一コンピュータ西暦20QO年問題関係省庁連絡会議の設置について　　　　　　　　「T．「．．．?狽狽吹F／／ww．miti．gojp／pre3s−」／enformatiQn／v71216gLhtm1．「■■．一一”2000年問題”へのマイクロンフi・製品の対．応についてのご説明http：／／www．microsoft．com／japan／info／releases／2000−5．htm一ノベルの西暦2000年問題の対応についてhttp；〃www．novelLco．jp／pressreレ富士通　課題と当社の取り組みについてL「「罰．．．幽．．幽．・i．@　http：〃www．fujitsu．co．jp／hypertext／2000／You脚re　Not　Working　on　the　Year　2000　Date　ProblemBecause．．．．．．．．．．一．一@　　　http：／／www．fujitsu．co．nz／y　2　k＿101．htrnFUJITSU　Y£AR　2GOG　Server　Produしt　Status　　　　　　　　　　　　　　　−．．．．?狽狽吹F〃www．fujitsu−computers．corn／Year2000／yr　2　ksrvLhtm．IBM　Year　2000　Product　Readi瓦1ess　　　　　　　r−「．．．?狽狽吹F／／wwwyr　2　k，raleigh．ibmcom／．■．■．．・’一．1BM　西暦200D年問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「．　　　　　．幽幽・L．「?狽狽吹F／／www．［bm．cojp／ad2000／T−■．一幽NECの西暦2000年対応一幽．．．幽幽・．■．．幽．．?狽狽吹F／／www．nec，cojp／japanese／product／ad2000／．Sunls　Year　2000　0rerating　Envlronment・　　　　　　　　　　　　　　　　．．．幽?狽狽吹F／／www．sun．com／y2000／enhancements．htロ1Year　2000−Lloyds　Reg［ster，　Thomas　MiUer＆Co．　Ltd　　　　　　．一・圃「一一一一．一一．．7．「．?狽狽吹F／／www．ship200D．com／一幽．一P「■Year200D　General　IrlformatiQn．−「■罰．一．−冒．．．@　http：／／www，ship2000．com／Ship200D．　nsf／Y　2　KillfQ？OpenForm．「■．幽一・一一一一一一一一一一ゴ「Year　2000　Home　Pgge（lnformation　Technica玉Associat［on　Qf　America）．．．．．・一?狽狽吹F／／wwwitaa．Qrg〆year2QQQ．htm．幽一一一ゴぜんきょう　平成10年9月号「変革期を迎えた船陸間通信」　インターネットをはじめとしたコンピュータネットワークの普及は通信の世界にある種の革命を起こしたといっても過言ではあDません。インターネットの導入によって、我々は距離や時間を越えて世界とコミュニケーションを図れるようになりました．　世界を舞台に展開している海運業でも、近年着々とコンピュータネットワークの高度利用が行われています。　本誌では、コンピュータネットワーク導入により、大きな変革期を迎えている船陸間通信に着目し、今年、船陸間の電子メール実用化を含む新1青報通信システム「NiOE21」を構築したナビックスライン�鰍ﾅ、システム構築に大きく関わったナビックスエンタープライズ�貝AN管理室長の田山隆始氏に船陸地通信についてこ寄稿頂きました。L〜．．〜・「〜・’〜・‘〜・「、・’〜・‘、・L〜・’、．’〜・‘〜・「、・’、・L〜・・、．L、．‘〜・2000年までわずか1年3カ月余り、アルビン・トフラーの「第三の波」が出版されたのが1980年、まさしくC＆Cの融合とそれを取りまく大きな波が押し寄せているのは昨今のインターネットの普及等を見ればおわかりいただけると思います。」〜・L、・■〜・’〜．’、・」〜・「、・’〜．L〜・’〜・「、・’、・」〜・．、・■、．’、・」〜・．〜・　テレックスが導入されるまでは電報でのやり取りが主流で、情報伝達手段で記録に残るものは電報しかありませんでした。　KDDのテレックスサービスが開始されたのは1956年9月、NTTは10月に東京一大目口でサービスインされ、その直後に商社や海運会社にテレックスが導入されました。　当時は、電話と同じでダイヤル即時通信と1分間375字を送信でき経済的といわれていました、　その根拠は会話をメモする場合、分速60字が限度であるから375／60控えめに見て電話の数倍の能力を持つとのことでした。　新入社員の日課はテレックスを読むことと、飽きる位読んで、慣れてくると川園な返事の訓練それも上司から赤鉛筆で原形をとどめない程修正されていた時代が長く続いていました。　ちなみに1968年の国内テレックス利用は1日18万通、電報が21万通また、国内テレックス加入者数は26，00G。米．西独に次いで世界第3位だったそうです。せんきょう　平成10年9月号・〜・‘〜・．、・・、”、・’、・L〜．．〜・■、・’、L■、・’〜・‘〜・「、・’、．’〜・‘、・L〜．C＆C（Oomputer＆communication）の融合とインターネット‘、．’〜、’〜．‘〜F「、L■、．’〜．’〜・L〜・．、・■、．’〜・‘〜・．〜L■、・’、．’〜・L〜・　1985年目行われた電気通信事業者のNTTの民営化によりNCC（new　common　carrier）すなわち新口々ができ通信料金の価格低廉化が進みまた、移動体電話サービス（携帯電話・ポケベル・PHS）等が伸長してきましたが、電電公社時代から今までのアナログ網のデジタル化を黙々と行ってやっとユ990年目皆さんご存じの“ISDN網”が完成したわけです。　また、IC（集積回路）やLSI（大規模集積回路）の飛躍的進歩はとどまる所を知らず、ことにCPU（central　prDcessing　unit）はいまや内部クロックのスピードが450Mhzになろうとしています。　このような高性能のCPUのパソコンやパソコンソフトの進化普及と光ケーブルという高速通信が可能なデジタル通信網が融合されたわけですが、1970年代に米国政府によって軍事情報の伝達手段として開発されたネットワーク網がユ990年代に入り、民間の機関によって管理されるとともに民間の商用通信の利用が認められたことにより、数多くのプロバイダーが設立されインターネットの世．界．規模での爆発的な普及につながったわけです。　米国ではLANや電子メール等の活用による情報技術の活用による企業の組織改革の推進により企業が活力を取り戻していったのですが、［本では、パソコンー人1台の必要性はもとより、狭い事務室内で電子メールやグループウエア等不必要、LANのかわりにRUN（事務所内を走れ）で充分といった認識が一般的で効果がせんきょう　平成／0年9月号見えないコストに対する情報化投資が遅れていましたが、米国のホワイトカラーの生産性の向上が情報技術の活用にあることが理解され、日本でもコンピュータの2000年問題と同時に情報技術活用に取り組んでおり、この2−3年でLANやグループウエアの普及が急速に進んできています。’〜．‘〜．・、L■〜．’〜．‘〜．・、・’〜、’〜．‘〜．・へ」’、．L、、’〜．・、・’、・’〜、L、r　　　　　　船舶との通信’〜・．、・「、L’〜・L〜・■、・’、・’、・L〜・■、・’〜F’、・L〜．．〜・■〜‘’、・’、・L〜．　モールス符号による電信事業は1844年にスタートし、1896年にマルコニーが無線電信に成功し、（1876年にはベルによる電話機が発明される）以来100年に亘り、全世界で利用されてきた無線電信ですが、長崎無線電報局も本年6月一杯で国際電報の取り扱いを取り止め、本年度中には丁田の予定となっております。　日本の最後の無線電報局がなくなるのは一抹のさびしさを感じるものがあります。　1982年になると陸上と船との通信はマリサット海事衛星サービスの開始により電話の利用が可能となり、さらにインマルサット衛星サービスに引き継がれ、テレックス、ファックスも利用できるようになり、船舶とも陸上と同様な通信手段が確立しました。　しかし、本社の通信インフラ（基盤〉がテレフクス中心で、代理店や船舶ともテレックス通信で充分でしたが、日本国内ではテレックスの加入者数が激減し、NTTはテレックスサービスを維持してゆくためその基本料を順次値上げしてゆくことになっており、テレックス機器等も、既製品はないため多額の費用を掛けた自己開発しかない状態になっています。　事務室内のLAN化、電子メール、グループウエアの導入およびこの秋からテスト運用に入るSea−NACCS（海上貨物通関情報処理システム）、ならびにS，C．／S．ENET（荷主・船社問および荷主・樋口業者間の海上貨物運送にかかわる情報ネットワーク〉やPOLINET（港湾貨物情報ネットワーク）、船舶CALS（＊）プロジェクトなど船を取りまく情報処理の通信手段として、電子メール通信の必要性が強くなっていると云っても過言ではないと思います。■〜・「〜‘’〜・‘、・L〜・■、・「、」’〜「L〜・’〜・「〜・’〜．．〜・’〜・．、．’、．．、．’〜・船舶乗組員のグローバル化と船舶管理’、．L〜・■〜・「、」’〜．L〜、F、・1〜・「、・’、・’〜「‘〜・「〜L■〜・’、．‘〜・．〜L■、・　1969年にわが国初のMO船が完工、1984年ごろには、近代化船による乗組員の少数精鋭化が開始されるとともに、国際競争力低下を回復するための仕組船、便宜置籍船、混乗船化が進行する中での船舶管理のあり方が模索されることになりました。　国際安全管理コード（ISMコード）で求められている要件を満たす船舶管理システムの中の一項目として’船陸間の管理・連絡体制の整備”があり、外国人乗組員に各種の規則やその変更事項を知らせる為の船舶管理の有効的な手段として、またコンテナ船等の大量のデータの高速伝送の手段として、必然的に電子メールの利用が必要となってきたわけです。　これは関連会社、取引先等を含めたネットワーク化による、一層のスケールメリットの享受と処理の高速化・効率化を意味しています。　実は海外の先進的海運企業や船舶管理会社では5〜6年前より船舶に電子メール用パソコンの搭載実験を行い電子メールの導入に踏み切っており、テレックス通信から電子メール通信へと移行が行われていましたが当時は陸上の事務室内のインフラが構築されておらず悔しい思いをしていました。　当社も船舶管理をシンガポールに移したのをきっかけとして、船舶管理のグローバルスタンダード化の一環として、シンガポールにHubコンピュータを置き対船舶との電子メール通信に順次移行し現在はシンガポールの船舶管理会社とシンガポール管理船とはすべて電子メール化されていますし、近々には東京本社一シンガポールー本船間の電子メール化を行う予定となっています。　船陸問の電子メール通信実現に当っては、日本籍船の場合、無線に関わる機器は電波法で定める条件に適合していなければならないため、その条件をクリアし、かつインマルサットA設備や通信ソフトにあうモデム（電話回線と接続するための変調・復調装置）を探すのがまずひと苦労でした。　そしていざ実船搭載という段になって、モデムコマンドの変更やモデムスピードの設定に手間がかかり、その他インマルサットBではプリント基盤が手に入らない等のアクシデントもあったため、全船展開が数ケ月遅れました。L〜・．、・「、・’、．’〜・‘〜・「、．■、・．〜、’、・‘〜・L、・■、・「、・’〜．．〜・’〜・．〜・　　　　　　電子メールの課題’〜「L〜・．〜・・、・・、・．〜・’〜・‘〜・．〜・・、・「．、・’〜．．〜・’、・‘〜・．、L■、・’〜．　これから船陸間の通信において電子メールが中心的アイテムとなっていくのは間違いないと考えられますが、電子メールについてはまだまだ解決していかなければならない下記のような課題があるのも事実です。�@　メールが文宇化けする恐れがある　　テレックス通信でも、通信網の品質の劣化　による文字化けが発生することがありましたせんぎょう　平成10年9月号（．）が、電子メール特にインターネット等を利用する場合も注意が必要です。　　インターネットは米国から普及したもので　あるから、基本的に欧文のテキストの送受信のみを想定して作られているため、ファイル　添付をせず1バイト（半角）の欧文だけで送　れば文字化けは原則として起きませんが、日　本語でメールおよび添付ファイルを作成した　場合には文字化けが起きる可能性があります。　　日本語を扱う文字コードには、「J工S」「シ　フトJ工S」「EUC」があり、インターネットで　発信する際には、7ビットのJ工Sコード（工SO　−2022規格）に自動変換されることになって　いますが、送信中自動変換しないメールソフ　トを使用するサーバを通ることがたまにある　ことが、文字化けを起こす主な原因のようで　す。�Aアプリケーションソフトの違いで添付ファ　イルが読めなくなることがある　　パソコンのアプリケーションソフトすなわ　ち、一太郎対WordまたはExcel対しotus123　等など相手のソフトの種類が違っていたり、　同じソフトでもバージョンが違うもの同士で　は読むことが出来ないこともあります。�B基本的にメールは自動的に受信されない　　電子メールを自宅で送受信する場合、自分　あてにメールがきているかは通常は電話回線　を使いプロバイダーのコンピュータにアクセ　スするわけですが、社内LANだけの経験し　かない方は電子メールは黙っていても自分の　パソコンに着信すると勘違いをしているケー　スがあります。　　陸発・船舶宛ての電子メールも当然プロバ　イダのコンピュータで仕分けされ船のアクセせんきょう　平成工0年9月号　スを待っています。�C各種コンピュータウイルスが無意識の内に　蔓延することがあり、添付ファイルにコンビ　ュータウイルスが潜んでいた場合、受信側の　PCにウイルスチェック機能がなければ、パ　ソコンがウイルスに犯されてしまいます。船　陸問でそれが起こったりすると、船舶の運航　上深刻な問題につながりかねません。�D裁判における証拠能力がない　　国際テレックスの場合、KDD等キャリア　の受付日時や受付けた交換機のトラックナン　バー、相手のアンサーバックコード等が表示　され、国際海事裁判等での証拠能力を有して　いるが、電子メールについては未知数であり　認証勲等がその扱いについて、検討している　ところです。　電子メールは上記のような課題もあるので、急ぎの連絡は今まで通りテレックス・ファックス・電話の方が有効であると考えられます。電子メールの導入で船舶との通信メディアが増えて多様化したと考え、それぞれの通信方式の長所をどう利用して行くかはそれぞれの企業で創意工夫がされてゆくことになるでしょう。　また海上における遭難および安全の世界的な制度（GMDSS）化で専任通信士がいなくなるなかでいかに安定し多様化された通信を運用してゆくか課題が残されたといえましょう。　※船舶CALS　CALSとは、企業間の情報システムを活用して、効果的な製品開発や、商取引、管理を行うことを目的として開発されたシステムである。船舶CALSは、船舶に関する技術情報の共有化を図り、情報の共有化をすることで船舶ライフサイクルでの間接費用の削減と、生産性の向上を目指し開発されている。，4燃便り・．e：ｲi：》髄1�l　CENSA事務局の次長／局長を長く務めたマレー・グラハム氏が今年の10月末を以て引退することとなりました。CENSAという団体については定航部門に関係されている方はよくご存じでしょうが、一般にはあまり馴染みがないかも知れません。私自身も海上勤務時代、船．協の国際部関係者に「どんなお仕事ですか？」と聞いたところ「ケンサの仕事が主です」といわれ、思わず「サーヴェーヤの仕事ですか2」と聞き返した覚えがあります。　CENSAは”COUNCIL　OF　EUROPEAN＆JAPANESE　NAT工ONAL　SHIPOWNER’S　AS−SOCIATIQNS”の略で日本語では欧州・日本船主協会評議会と呼んでおり、海運政策に関する欧州を中心とした船主協会の団体で現在会長はノルウェー入、そして日本郵船の山口常務が副会長を務めておられます。　マレー・グラハムは海運政策に関する豊富なCENSA機構図CHAIRMANGhairman’sConsultativeCommiUee（CCC）COUNCILLiner　RegulatorA行airs　Comrnittee（LRAC）Maritime　PDIicyGommi質ee（MPC）知識と卓越した文書作成能力、そして素朴な人柄と高い教養をもって関係者にはよく知られた人物です。今回は、そのグラハム氏が自分の死後、海事専門紙“LLOYD’S　LIST”にこんな「死亡記事」を載せてほしいと思い、自分で考えたという原稿を頂きましたので、それを意訳して彼の人物像とCENSAについて紹介したいと思います。　　　　　　　＊　　　＊　　　＊　マレー・グラハムはスコットランドの伝統ある船員一族の出身である。彼の祖父は帆船の船長免状を持ち、長い問中国沿岸のパイロットとして貢献した。彼の父親はスコットランドのダンディーにあったカレドン造船所の見習機関士として入社、その後名門ブルー・ファンネル・ラインの機関士として乗船し、上級機関長の免許を得た後、当時の貿易省の船舶機関の検査官として働いた。　マレー・グラハム自身もキュナード・ラインとポート・ラインの機関士として6年間の海上勤務の後、上級機関長免許を得て、父親と同じく貿易省の船舶検査官となった。　検査官として15年間務めた後、運輸省と名前を変えた政府の海運政策部門のスタッフとして抜擢され、パリにある経済協力開発機構（OE−CD）やジュネーブの国連貿易開発会議（UNC−TAD）の会議に英国代表団の一員として参加し精力的に活動した。この時期は各国政府が最も活発に海運に下渉した時期でもあった。海運業界は「自由にして公正な競争」の原理を維持（（せんきょう　平成10年9月号すべく腐心し、特にUNCTADも支持していた途上国による貨物留保政策と国家補助を受けたソ連海運に対抗する為に苦心惨憺していた時代である。　海運政策部門のスタッフとして5年間働いた後、マレー・グラハムは次長としてCENSAの事務局に加わり、主としてタンカーおよびドライ・バルクの貨物留保政策に関する議論に深く関わった。これらの貨物留保政策に関する戦いにおいて、勝利を収めた後、海運業界が反対していたUNCTADのオープン・レジスターの漸次廃止を目的とするプログラムについて海運界と密接な協力関係をもった。このオープン・レジスターに関する闘争は彼が関与したものの中でも最も長期に渉つたもので前後8年にもおよんだ。　彼が関与した問題の一．．．・つに現在も欧州裁判所で係争中の内陸一貫輪送の運賃設定に関する問題がある。CENSAによって行われた運賃同盟とコンテナ料金体系等に関する初期の研究はその後、マレー・グラハム自身もメンバーであるUNCTADの専門家グループによって完成された。このグループは欧州および日本船尾の専門家からなり、内陸一貫輸送の運賃設定に関する政府の支持を目的とするガイドラインの採択に成功したが、残念ながらこれは欧州委員会の受け入れるところとならず、第IV総局（競争総局）ヴァン・ミャートの1994年のレポートおよびその2年後のカールスバーグ・レポートにても否定されている。この二つのレポートに対する船主側の反論はINTRA−1NDUSTRY　MALT｝MODEL　COMMITTEE（IMC）によってなされた。このIMCは欧州、米国、日本一社の専門家からなっているが、この反論の草案はマレー・Oラハムによって作成され、編集されたものである。せんきょう　平成10年9月号▲マレー・グラハム氏　比較的最近の問題としては米国における外航海運改革法案がある。マレー・グラハムはCENSAを代表して唯一人の外国人として米国．．ヒ院の公聴会に意見を述べるとともに、欧州および日本船社の意向を受け改革法案を船主と荷主との利害のバランスが取れた現実的なものとなるよう努力した。　彼の海運政策に関する長い経験と業績から汲み出せる教訓は、海運に関する政府の干渉に対しては決して性急に反応すべきではないということである。事が起きたらまず成すべきことは腰を据え政府の意図せんとする所を慎重に分析し、味方努力と共に反駁資料やデータを十分に収集し整理し、そのうえでおもむろに議論を行うことである。　CENSAを退職した後、マレー・グラハムは彼の愛したノルマンディーのコテージにて時代物のワインとその高い眼識で長い時間を掛けて収集した数々の絵画と、そして知る人ぞ知るアメリカの南北戦争に関する専門家として多くの貴重な資料に囲まれ安らかな老後を送った。欧州地区事務局長　赤塚　宏一謝郵騨鍵巨ナ同ル…第102回重油への燃料革命で．花開いた客船黄金時代　蒸気機関の燃料には、長い間石炭が使われていたが20世紀初頭になると、石油産業が勃興し、石炭と比べて安価な重油が供給されるようになった。これに着目し、1908年に世界中の重油専焼タービン船として竣工したのが、東洋汽船の天洋丸。その後、ディーゼル機関が発達したこともあり、石油から重油への転換は急速に進む。　石炭と比べた重油の長所はいくつもあったが、最も注目す球き点は、船内のスペース効率の向上だった。その頃、貨物船や客船は大型化が進んでいたが、貨物積載量や船客スペースを増やそうとすれば、その分、燃料庫の容積や火夫の人数も増え．、それによって大型化によるスペース拡大効果が相殺されてしまうというジレンマに、当時の海運業者は悩んでいた。　液体燃料である重油は、石炭のように大きな燃料庫を必要としない。また石炭を運んだり、石炭をかき混ぜて火力を一定に保つ必要もない。このため、石炭を使う場合に不可欠だった大勢の火夫も必要がなくなり、その分、乗組員の居住スペースも小さくできた。こうして船内のスペース効率は高まり、貨物船では、その分、貨物の積載量が増えた。しかし当時、その恩恵を最も受けたのは客船だった。　豪華さを競い合っていた当時の客船は、贅沢　　（な客室、大食堂やシアター、プールなど陸上の一流ホテルをも凌ぐ設備のために多大なスペースを必要とした。重油専焼化で生まれたゆとりを、すべてこうした乗客設備や、サービス向上のために増員された客室乗務員の居住区として使うことができたのである。　燃料を重油に替えることで蒸気タービンの性能も向上した。船型は大型化しても燃料消費量はむしろ低減し、かつ速力は大1隔にアップした。こうして太平洋ブルーリボンの記録を次々と塗り替える高速大型客船の全盛期が到来する。　陸上では自動車、空では飛行機を誕生させた20世紀のエネルギー革命は、船の世界でも重要な革新の原動力となったのである。（1：：1凱�j1噂■圏圏・■■■■薗　馴贋98　　　久♂1＃1：：黙フロイスの「日本覚書」が伝える近世日本の暮らしぶり　ルイス・フロイスは16世紀後半に30数年にわたって日本に滞在したイエズス会の司祭。彼が残した「日本覚書」は、当時の日本の風俗習慣をこと細かにとりあげ、その一つ一つをヨーロッパのそれに対比させながら記述した、歴史研究の視点からも興味深い文献だ。　15の章にわたって、当時の日本の男女の風采や衣服、憎侶の風習、食事や飲酒の慣習、家屋や武器や芸能などについての観察をこと細かに無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成！Q年9月号、Q「、．『吃「二、　、　「∵．討乙7ノ．・噛　一パ岬「．．ン＝幽｝．・凵ﾚ鉛ン≠記しており、日本の船や船道具、船乗りの慣習についても興味深い1章が設けられている。　船についての記述は30項目ある。「我らの船には肋骨と甲板がある。日本のにはない」「我らの船には布製の帆がある。彼らのはすべて藁の帆である」「我らの水夫は漕いでいる問は坐っており、しゃべることはない。日本の水夫は立ち上がり、ほとんどいつも歌っている」「我らの船は昼も夜も航行する。日本の船は、夜は港に停泊し、昼に航行する」といった当時のヨーロッパ入の視点から見た日本の船や船乗りについての観察の視点はじつにユニークだ。　すべてがフロイス個人の見聞によるもので、正確さにやや疑問な点もある。対比されるヨーロッパの記述にしても、来日後すでに数十年を経た彼の知識がその後のヨーロッパ事情を正しく反映していたかどうかという疑問も残る。　とはいえ近世初期の日本人の生活全般をここまで網羅的に記述した文献は日本にはない。好奇心旺盛な宣教師の「覚書」が、我々日本人にとっても、歴史資料として極めて貴重であることはいうまでもない。せんきょう　平成10年9月号森林枯渇で終わりを告げた海の女王ベネチアの覇権　地中海の覇権を握り、イスラム諸国経由で入ってくる香料その他、様々な東洋の物産の中継貿易で巨利を得ていた15世紀半ばのベネチアは、当時、キリスト教圏最大の海軍国でもあった。　当時のベネチア海軍の主力はガレー船で、細長い船体に三角帆を装備し、さらに150人ほどの漕ぎ手を乗せ、風があれば帆走し、風がなければ漕ぎ手の力で航海できた。　ベネチアは、通常の大型の商船も数多く保有していたが、船足が速く、風向きが悪くても自由に港を出入りでき、海賊の襲撃にも武力で対抗できるガレー船は、香辛料のような高価な貨物を運ぶのに最適だった。このためベネチアのガレー船は、軍船として国土や自国商船の防衛に携わるとともに、地中海を定期運航する高速貨物船としても活躍していた。　このガレー船は、すべて国営の海軍工廠で建造され、その材料となる木材は領土内の豊かな森林から潤沢に供給された。　しかし交易の拡大やイスラム勢力との度重なる海戦のための大量のガレー船建造により、やがて領土内の森林資源が枯渇し始める。　15世紀末にはオークやマツ、モミなどの森林の厳重な保護政策がとられたが、時すでに遅かった。イスラム勢力とキリスト教勢力の最後で最大の海戦となったレバントの海戦では、軍船建造のために25万本の成木が伐採されたといわれ、これが領土内の木材資源のほとんどを枯渇させてしまう。　こうして精強なガレー船団に支えられたベネチアの覇権の時代は終わる。地中海の女王とも呼ばれたべネチァの凋落は、現代入にとっても資源管理の重要性を教える貴重な教訓である。海運　　≡士日　　口心10日　運輸省は、7月分のポートステートコン　　トロール（PSC）において、航行停止・改　　善命令の処分を課せられた船舶の情報を初　　めて公表した。　　（本誌8月号P，3シッビングフラッシュ2　　参照）18日　米運輸省クライドハート海運局長（8月　　6日就任）は、宮崎海上交通局長を表敬訪　　問し、港湾運送事業の規制緩和をはじめ日　　本の港湾問題全般について非公式に意見交　　換した。19日　米国政府は「日米港湾慣行協議に関する　　声明」を発表し、その中で日本の港湾運送　　の労使慣行である事前協議制度の改善作業　　の進捗状況に対して懸念を表明した。20日　日本船舶輸出組合は7月目輸出船契約実　　績を発表した。それによると、VLCC　2隻　　を含む18隻・96万2，500％で、1−7月の累　　計では90隻、447万3，700％に達した。21日目アジア各国の海運局長クラスが集まり意　　見交換するアジア海運フォーラムの第4回　　会合が、シンガポールで開催され、アジア　　通貨・経済混乱の各国海運に対する影響、　　世界貿易機関（WTO）海運自由化交渉への　　対応、航行安全の推進等について討議され　　た。臨8月　運輸省の松本修大臣官房審議官はシンガポールで岡国の海事港湾庁長官と会談し、今後のマラッカ・シンガポール海峡の航行安全確保について意見交換した。27日　運輸省は、平成11年度予算概算要求と税　　制改正要望事項を発表した。それによると、　　税制改正要望事項として、来年3月に期限　　切れとなる船舶の特別償却制度の2年間延　　長等を求めている。　　（平成11年度予算概算要求についてはP．16　　海運ニュース参照）せんきょう　平成10年9月号（（）日匿●　　国際会議の開催予定GO月）アジア船主フォーラム船員委員会第4回中間会合　10月12日　　東京IMO法律委員会第78回会合（LEG78）　10月ユ9日〜23日　ロンドン危険物輸送に関する国際シンポジウム　10月26日〜28日　ソウル／971年国際油濁補償基金総会／理事会　10月27日〜30日　ロンドン1992年国際油濁補償基金総会／理事会　10月26日〜30日　ロンドンせんきょう　平成10年9月号1．わが国貿易額の推移．澱：：，1三矯池＝　　　ノ　　　　　　（単位母運統計　　　　　曇　　　　　　■：10億円）年　月輸　出輸　入前年比・前年同期比〔％）（FOB）（C王F）入�居o超輸　出輸　入198029，38231，995▲2，61230．432．0198541，9563LO8510，8704．o▲　　3．8199041，45733，8557，60／9．616．8199541，53031，5489，9822．612．3199644，73137，9936，7377．720．4199750，93740，9569，98113．97．81997年7月4，2813，44283911．93．583，9363，21771913．93．594，4233β591，06314．2．8．5104，6453，5401，10517．31．1114，2243，1621，0626．5▲　　4．1124，7053，4681，2361．2．95．41998年1月3，8603，4743859．0▲　　2．624．，0942，8151，2782．6▲　14．934，5893，3471，2411．1▲　／0．544，3463，1221，224▲　　1．8▲　13．754，0422，824L218▲　　1．5▲　16．264，3463，1311，214F　　　「潤DD▲　　0．974，5613，2481，3126．5▲　　5．6（注）通関統計によるp3．不定期船自由市場の成約状況2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月礪）平均最高値最安値1985238．54200．50263．401990144．81124．30160．101993111．19100．50125．75工994102．2496．45lQ9．oo199594．．0680．30104．251996108．7998．05llO．311997121．OOl11．35131．251997年8月l17．90115．50l19．429120．751／8．80122．5010121．06119．95122．2011125．27121．63127．7012129．47127．00131．251998年1月129．45125．25134．302126．00123．12128．703128．69125．30132．054131．6712．8．00135．005135．OO132．00139．056140．43146．70136．207140．73143．70138．358144．67147．00141．05（単位：丁．M／T）区分航海用船｛疋期用船シン．グル（品　目別内　訳）合　　計連続航海年次航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1992196，31216，996179，31654，71954，7316／，ユ975763，0644，0231，00687，73516，5301993172，7688，470164，29856，03342，16959，1674082β533，35781］108，54626ゆ031994180，97811，264169，71444，99344，25168，2992，6343，4774，4301，630176，40746，8761995172，6424，911167，73148，77552，37157，261王，5261，941．5，054803154，80249，Q611996203，4072，478200，92954．，37469，50966，5398983，2515，601757144，56129β151997195，9962，663193，33346，79267，19266，5511，0693，7247，312693160，46843，2401997　1217，00548016，5252，9316，／316，707583093414810，8042，4381998　119，70214519，5573，8178，2586，6095730637413611，6232440216，51437016，1444，7004．，2536，403302．342992258，5072，557315，07813014，9484，5364，2265，6171441622333011，54Q2，943419，00941018，5993，8876，9147，03028534195ll15，3831，856517，098017，0983，5036，8515，9671573501838711，184／，076616，577016，5773，5136，4885，87927411169909，47Q1，694715，587o15，5873，n46，1G55，2832．7438400247lo，7461，519813，46015613，4602，9715，3614，4447922Q2481379，780881〔注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A晶日別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんきょう　．平成10年9月号．｛〔’）．．）黙薫黙羅≦黙黙灘藩灘黙：灘慧1ご1ミ1黙蕊羅黙罫騨黙駅1：きミ羅『欝黙罵漆潔騰…懸慧一羅15D10050o原油〔ペルシャ湾／三木・ペルシャ湾．．欧絢／ペルシャ湾／日本，ノ_　、へA、！　、「　’　　！　、　　11　　！　1　　！　　1，〆　　亀、　、　　、P　　」f’　’@、’　、P’yルシャ湾／欧米　ぜ、1993〔年レ　　　　19961995監995199フ1993　　エドル】15D　　45　　40　　35LOD　　30　　25　　2050　　15　　1D　　5D　　　O穀物〔ガル7／日本・北米西岸．／日本・ガ♪レフ／西欧〕ガルフ／日本北米西岸／日本　　ノ、m　　　1@　　　L@　　　LPr　N＼　　　＼　　　　、　　／@／_／@　　�d、　1L1ρ、、1＼P＼ガルフ／西欧1993〔年）旧凹19日5】9951997199臼馳如誌3。節�S旧旧504．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次199619971998199619971998最高　　最低最高　　．最低最高　　最低最高最低最高　　最低最高最低12345678910111267，50　57．50V5．00　67．50V2．50　67．50T5．00　46，DOU4，75　51．50V9．50　65．OOV9．75　69．00V0．OO　65．00U4．50　56．00U3．OD　55．00U9，00　58．75U9．50　60．0066．25　62，00U6．50　58，50U9．00　58．00U7．50　46．50V2．50　61．50V6．50　65，50W6．75　68．50X4，00　85．00X4．50　72．50P00．00　89．00W2．00　75，00V5，00　49．5062，00　50．00U9．OO　60．00W2．OO　67．50V2．50　65．00W7．50　69．00V5．00　62．50W2，50　74．75W0．00　60．0058．00U5．00T7．50S7．50T5．00U2．50U7．00U0．00T2．50T5．00T5．00T0．5052．50T5．00S7．50R9．00S2．50T2．50T7．50T5．00S9．50S3．75T0．00S7．5056，50　52，00T2，50　47．50T7．50　50．50T2．50　45，00T9，50　45．00U0．00　52．50U5．00　50，00U7，5D　65．ODV0．00　60．OOV7．50　70．OOW0．00　65，00U2，5D　42，5052．50U0．00U7．50V2．50V7．50V7．50V2．50U8．5042．50S5．00T5．00T5．00U9．00T6．50U5．00T2．50（注）�@日本郵船調査グループ資料による。驍烽ﾌ。�Cグラフの値はいずれも最高値。�A単位はワールドスケールレー1・。�Bいずれも20万D／W以上の船舶によ5，穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位　　ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本1　　　ガルフ／西欧月次199719981997199819971998肩．デ丁@　　　　最低珂丸回最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低12345678910111226．85　23．80Q6，00　24．60Q5．75　23．50Q4．85　20．95Q1．75　20．25Q2．10　19．90Q4．5Q　21．75Q4，35　21．50Q5，50　22．00Q4．60　21．70Q3．75　19．00Q3，50　19．7521．25　19．00P9．00　16．5QP9．50　17，50Q0，00　16，00P7，00　15．50P5．35　13．70P4，00　13，00P3．00　12．5014．25　13．40@　　＝P5．00　13．25@　12，00P2．05　11．75P4．00　12．10@　　＝P3．50　12．60P3．25　／2．25　　　『11，50　　9，0D@　　8．75P2．85　11．50@　　＝　　　『@　　9．75　　　一13．OD　12．25@　　11。00　　　　@　　11．00@　　10．50　　　一@　　　P0．50　10．25P0．15　10．00P1，00　　9．50P1．30　10．OOP2．00　　9．8010．75　　9，00V．90　　7，50@　　6．75　　　−P0．50　　7．50　　　　@　　＝〔注）　�@日本郵船調査グループ資料．による。@　　�Bグラフの値はいずれも最高値．�Aいずれも5万D／W以上8万D／W未満の船舶によるもの。せんきょう　平成10年9月号　　石炭いンブトンローズ．・．日本レ鉄鉱石〔ッ．’畑ン．．．財いツバロン．．．四蜘【ド1レ】2520i5105o石炭（ハンプトンローズ／日本｝／　レ　’／」1、／＼@＼@　＼@　＼@　　＼@　　、／　！　」へ＼〆＼／　鉄鉱石iツバロン／日本）’／、／v一L@　　ll　　　し〆イ／f鉄鉱石（ツバロン／西欧）1993i年119凹199519951997盲99日1ド肋25　4DO20151053DO2502DO1501QO50口　　D運賃指数　　一ｪン7イーNリーンへへll　　馬@　llphf　　」配八■fゾ、@　　�jv）1へ，　　　「f！、　　1　1、f　　　’　，s／　　一八ン7ぜ一ダーティー@忌　　　へ小型　　　’戸’、！＼　　　　　！　へf♂　←　　　　〆、@　　、》　　、ノ　　ゾ　　ハゾ》、　ノ@�e　中型レ　’VLoc19931軍119941995199519ヨ71998蜘300250200150100500．（．6，石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　　ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ッバロン／日本（鉄鉱石）ッバロン／西欧（鉄鉱石）月次199719981997199819971998最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1　　一『7．50　　6．176．502　一9．50一7．35　　6．005．80　　5．253一9．759．50一6．3〔〕一4一一一一6．10　　5．655．25　　3．95512．00　一『6．00　　5．804．70　　4．156一一一一6．45　　5．904．307一一一一5．80一8一一一4．506．95　　5．804．8Q　　3、259一一．7．25　　　5．9510一一7．7011一一6．3012一11．00　　7．806．15（注）�@口本郵船調査グループ資料による．　�Aいずれも10万D／W以上15万D／W未満の船舶によるもの。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7、タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次199619971998VLCC中型小型H・DR・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・C160．8102．8136．9162．3233．657．3107．2165．6188．4233．855．3110．4150．3140．7175．0260．3120．O157．8178．4228．459．1114．1164．1198．1255．854．6工04．8142．1154．5171．4366．6120．2153．6202．1229．658．4109．1155．920L4237．768．696．7／32．9146．5ユ75．5461．4113．6178．0228．1233．362．O119．7201．3193．9223．472．4106．1145．7160．6161．9549．1116．6160．9210．1220．952．3110．4182．0181．2213．770．391．8122．1156．6155．1657．4113．5153．3215．021．1．663．4110．9182．6203．O202．875．2982119．8170．8152．0766．5106．2160．224LO203．963．8107．2172．5185．5181．274．2104．8136．3167．4160．9869．5100．6135．8217．418LO70．3100．4159．9176．2175．7963．1101．0139．2185．0180．183．4110．6148．1179．5170．3／o54．398』133．0211．6174．176．2113．9152．6181．6163．9工154．9llO．2137．9198．2197．289．5114．9　　一D166．D164．6149．6／260．4107．9147．9190．1186．974．3llO．6138．9180．玉184．0平均60．4109．2149．5203．3206．767．5110．8165．8186．1199．3〔注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の5区分については、以下のとおり　．�SVLCC；15万トン以上　◎．中型17万〜15万トン　δ小型：3万〜7万　　　トン　��H・D＝ハンディ・ダーティ＝3万5000トン未満　器．H・C＝ハンディ・クリーン：全船型．図ぜんきょう　平成10年9月号．ヒ　．ヒ　r　　　　P　　．　．、　．　rゴゴ∫rn　∴呂丁　甲　「　、　｝　　　　眞　¶　　一　一モ霞．．素ぞ．・ミ轡一憲轟慧．）用船料指数係船船腹」‘50撒9叩、、、へ　、　レ、「価　�梶@細　瓢　細　細　旧貨物船定期用船料指数＼1ノ僻瀦鵠劃、脚ρ　A、、！　　、@　　’、　　1Dじ0@万D酬@　8GDR50m　　5GOQ50QDO@　鞠P50PDO@　2DQT0@　　0、AI氏タンカーS＾／ノ、ﾖ一一@�dR、ノ　へ｛＼ノ　　　v、貨物船航海用船料指数、一、、姻〔1965．7〜1966．6＝100｝　し、、@　、■［@〜ﾝ物胎V�d、　ハ　　、！！＾ﾖ　　rm響00�ooD鳥　　　　　　　　007　　　　　　　100詫1992同199ヨ19941995旧9519971993〔年〕199419951996】99フ旧968．貨物船用船料指数貨物舩航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次1993工99419951996199719981993199419951996199719981ユ94．0189．O234．0207．0209．0王89．0323．0327．O358．O380．3347．0277．02．L92．0185．O227．0202．0197．0ユ86．0326．0320．O358．0386．6332．0254．03191．0185．0229．0192．0199．0171．0327．0324．0366．O339．4341．O260．04194．0198．0243．0192．O197．0173．0356．D31．0．σ377．0363．0354．O262．05195．0．191．0245．0196．O190．0173．0366．0318．0402．0350．0342．O262．06209．0198．0239．0195．0184．0175．0319．0334．O390．0339．0326．D292．07206．0198．0230．0186．O．［．83．0167．0335．O320．0426．0339．0338．O266．08194．0202．O218．0189．O196．0346．0360．O391．0289．0330．09196．0208．0220．0186．O190．0328．Q349．O364』293．0327．o10188．02工2．0221．0176．0191．0351．O333．0355．0294．D31．6．0】】．196．02！2．0／98．0188．O189．0372．O363．0344．2323．Q290．012200．O2／9．0209．0211．0186．0349．0367．O374．7323．0294．0平均196．3199．8226．1193．3192．634．1．5335．4375．5334．9328．1（注｝�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナ　　　　ルはロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A舟1’晦用船料指数は1965．．7〜1966．6＝100定期用船料指　　　　数iよ1971‘100コ、〕　．9　係船船腹量の推移19961．9971998月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G／T干D／W隻数千G〆T千D／W隻数干G／T千D／W隻数千G！TT・D〆W隻数干G／T．千D／W隻数干G／T千DIW12722，2102，778662，0583，7352482，1102，589551，6D72，7572502，0632，423571，4502，46622572，QO52，506601，6呂62，98G2覗L9962，4G257／，6，乙82，8042441，9112，220551，4602，49232451，9112，392621，8623，3052532，0552，42Q631，7102，9ア02461，9572，281581，7443，06642361．8562，326601，6942，9832512，0732，462641，7963，1012472，0282，381561，6752，92752291，8542，336561，7543，1202492，G862，520631，7呂13，G6G2562，0922，44855i，6652，88962201，8332，353551，6792，8412442，0082，426571，7763，0522592，1712，546541，6812，9397218L8282，412561，6652，8QO2391，9692，44958／，8，乙33，1603102，8483，4Q8582，0183，6318223L8542，421531，5712，7082462，1202，429571，7763，0313112，8163，420582，0183，6219234／，9502，562551，6572，8002462，0842，375531，4872，47410232L9722．61Q55王．，7ア62，9192642，2812，634571，6162，591112392，0022，543551，9213，1962652，2522，555581，5432，532122382，0872，626531，7052，8562692，2542，596591，4502，464〔注）　ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイズ・マンスリーリスト・才ブ・レイドアップベッセルズによる。せんきょう　平成IO年9月号　「8月31日朝鮮民主主義人民共和国が発射した弾道ミサイルが三陸沖の公海上に着弾した」との報道が、新聞各紙の一面トップを占めた。このミサイル発射が国際情勢や日朝関係に今後どのような影響を与えるのか、今の段階で云々すべくもないが、陸地でなかったとはいえ船舶が頻繁に航行している公海上に何らの事前予告も無しに、このような暴挙が行われることに怒りを禁じ得ない。自民党幹事長が「意図的にやったとすれば、交戦状態になってもおかしくないことだ」と述べたことは、国民感情として当然のことと思う。一方、着岸地点の確認に手間取ったという報道には、我が国の危機管理体制が大丈夫なのかと不安を感じさせる。　そもそも、今まで他の周辺諸国との関係においても時に首をかしげざるを得ないような政府の対応が目に付くことがあったが、特に北朝鮮との関係においてはいわゆる「金丸訪朝団」の戦後の対応に対するお詫びに始まり、援助米を贈ったときの彼の国の「もらってやっているのだ」というような対応、日本人妻の帰国問題、H本人拉致疑惑等々、何故に相手に言いたいように言われっぱなしで我が国の主張をしているのかどうか分からないような対応しかしてこなかったのか不思議でならない。　今回の問題は、単に北朝鮮と我が国との関係だけにとどまらず、世界の安全保障にも大きな影を落とす行為と思われ、国によって物事の考え方に差があるとしてもどう考えても非はどちらにあるか自明のことと思われる。　今呵の実験で日本全土が北朝鮮のミサイルの射程圏内にあることがはっきりした。また、ある報道によれば同国はミサイルに搭載するべき核兵器も保有している可能性があるということである。北朝鮮が日本だけを視野に入れて今回の暴挙を行ったとは思えないが、射程内にある国として我が国政府が国際世論の先頭に立つことを期待したい。　　ナビックスライン　　　総務部文書・広報グルーブリーダー　　　　　松本　満せんきょう9月号　No．458（VoL　39　No．6）　　　発行◆平成工。年9月2Q口　　　創刊◆昭和35年8月10目　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒且02．8603東京都聖代lll区平河町2．6．・1〔海運ビル｝　　　　　　TEL．〔03｝32ε4．7181〔総務部広報室）編集・発行人◆鈴　木　昭　洋　　　製作◆株式会社タイヨーグラフィック定価◆釦7円（消費税を含む．会員については会費に含めて購読料を徴収している〕せんきょう　平成10年9月号会社名：神戸船舶�梶@　　　〔英文名）KOBE　SENPAKU　KAISHA代表者（役職・氏名）：取締役社長　原田　弘本社所在地：神戸市中央区三菖町3一〕一3資本金：160百万円設立年月Eヨ：昭和24年5月9日従業員数：海上60名　陸上9名　計69名望協会会員は134社。（平成10年9月現在）所肩船状況遠叡＠・魑3隻　　8，036解12193％　厄連航船状況遠洋・��・沿海、隻　　　　563餌774％　　　　　く運送事業を展開している。委Dρ．〆σ会社名：宇部興産海運�梶@　　　（英文名）UBE　SHIPPING＆LOG】STTICS，　LTD．代表者（役職・氏名）：取締役社長　渡邉輝弘本社所在地山口県宇部騰町1−5−5　　礪璽資本金：665百万円設立年月日：］942年6月2Q日従業員数：海上363名　陸上］26名　計娼9名所有船状況遠洋・近海・��8隻　42．386，千164・920％運航船状況群・近海・�Q・・隻1・・．25・，・i型・ブ」�鰍謳ｬ豫更て頼口物Uし輸お平興変し信グ…只は更運業p部にとら、　　、変栄事う宇�且ﾐかた台れに同送行に運衰一ま統さ�鰍�運を時海門ザ・も定運名湾業同産専一ると設池社潜送、興沃．ユい後で部、の浬し部輸にて冒し宇月等航併宇合「め、とを6料内台を総ト妬し。�竃ｼ年肥、収名ラツに応る送社24、し吸社扱モ出対い運．〔和トとを、取を提にて　湾10昭ン主�鰍ｵを性ス化め　港年。メを舶台物性ビ変深　部同たセ炭汽統貨経一のを　　　　　　　　　、サ境制　宇。し、石図約上　、た始炭、大葉海性な環体　月め開石ト新をは．実的済て　6始を、ン、門社確理経し四年を役しメ月部当、台粧と国17送荷称．セー0舶“性るル社．．相輸内改撤年船た速れバAム先昭の船にび7�鰍ｵ迅三流船．．配要る概た業主事船が支える日本の暮らし

